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         （午前９時００分 開議） 

○議長（中川靖広君）  おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１５名で全員出席であります。 

 これより本会議を再開し、直ちに本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、昨日に引き続きまして一般質問であります。順序に従い質問をお

受けいたします。 

 初めに、６番、紀議員の一般質問をお受けいたします。６番、紀議員。 

○６番（紀 良治君） おはようございます。 

 議長のお許しをいただきましたので、一般質問させていただきます。 

 私の議員活動における抱負については、未来の斑鳩っ子が大きく羽ばたき、生まれ育

ったまち・斑鳩を誇りに思い、歴史と文化に囲まれたまち・斑鳩で斑鳩らしい教育が出

来るよう教育環境の充実、そして町民が安全に安心して暮らせるようまちづくりに取り

組んでまいりたいと考えております。 

 今年は、地球温暖化の影響か、大雨洪水警報がたびたび発令されております。国、県、

町は、町民の安全安心なまちづくりを常に強調されていますが、地震、大雨、火災など

における対策はもとより、より早く迅速に町民に危険を知らせ、各家庭、学校での対応

を早くすることにより災害を未然に防ぎ、災害時における被害を少なくすることも一つ

であると考えます。 

 そこで、町立保育園、幼稚園、小中学校において、災害の警告が発令された時の対策

についてお尋ねします。 

 まず、例えば大雨洪水警報が発令された時の町立保育園、幼稚園、小学校、中学校の

それぞれの対応と保護者への連絡方法についてお尋ねいたします。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 警報の発令された時の対応ということでございますが、教育委 

員会の立場と、それから保育所の方も同様のような対応をしていただいておりますので、

私の方から答弁をさせていただきたいと思います。 

 警報が発令されました時の対応として、一応危機管理マニュアルの要旨をそれぞれ

幼・小・中・保育所にも配布させていただいて、保護者への周知を図っているところで

ございます。 

 この内容でございますが、午前７時現在で警報が発令中である場合は、午前中休校に
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いたしております。そしてまた、引き続き正午現在も警報が発令中であれば、その日は

休校ということで対応をいたしております。そして、正午に警報が解除された場合、こ

れは午後１時３０分までに登校することとなっております。 

 保護者への連絡方法といたしましては、基本的には年度当初に保護者に送付いたしま

した危機管理マニュアルをもとに対応していただいておりますけれども、別にまたＰＴ

Ａの地区委員等を通じまして、保護者へ電話による連絡もいたしているところでござい

ます。 

○議長（中川靖広君）  ６番、紀議員。 

○６番（紀 良治君） 危機管理マニュアルによって保護者への連絡をされているように 

お伺いいたしましたが、その連絡にはどの程度の時間が必要なんでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 保護者への連絡の時間でございますが、連絡にかかります所要 

時間につきましては、学区によりまして児童数等が異なりますことから一律ではござい

ませんけれども、今日までを平均いたしますと、保護者に連絡が行き渡るのは、約１５

分から２０分程度というふうに思っております。 

○議長（中川靖広君）  ６番、紀議員。 

○６番（紀 良治君） ２０分程度で連絡されるようですが、例えば午前７時に警報が発 

令された場合、知らずに学校に登校する児童生徒もあると考えられますが、その対処方

法はどのようにされておられますか。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 連絡網等で連絡をさせていただきますのと管理マニュアルで判 

断していただきますのと両方あるわけでございますが、そうしますと、そうした内容で

ほとんどの児童が登校することはないというふうに思っておりますが、一部の児童が登

校してきた場合は、保護者と連絡をとりまして保護者の迎えを待つか、あるいは保護者

と連絡をとれない場合は学校で待機させているところでございます。そしてまた、状況

を見ながら、安全確保も行い、教職員が家庭に送るなどの対応をさせていただいており

ます。 

○議長（中川靖広君）  ６番、紀議員。 

○６番（紀 良治君） そのように児童の安全を最優先していただければありがたいと思 

います。 
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 それでは、町には音声遠隔装置が整備されておりますが、その目的と、また利用、活

用の状況はどのようになっているか、お聞きいたします。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 音声遠隔装置を整備している目的についての質問でございます 

が、音声遠隔装置の目的につきましては、斑鳩町音声遠隔制御システム運用管理要領に

定められておりますが、大火災、あるいは風水害、地震等の非常時の伝達の際に使用す

ることを第一義といたしております。このことによりまして、大規模の災害が発生した

場合の混乱防止等災害の拡大防止のための情報伝達が主な目的となっております。 

○議長（中川靖広君）  ６番、紀議員。 

○６番（紀 良治君） 災害時の情報伝達を目的に活用されておられるということですが、 

児童生徒が登校する前後警報が発令された場合に、音声遠隔装置が設置されてるのだか

ら、それを活用することは出来ないのでしょうか、町の考えはどうでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 大雨、あるいは暴風時には音声が聞き取りにくい状況も考えら 

れますことから、現時点におきまして各学校での連絡網による対応が平均で１５分から

２０分かかりますが、より確実であるというふうに考えております。このことから、今

現在音声遠隔装置を活用した周知は考えておらないところでございます。 

○議長（中川靖広君）  ６番、紀議員。 

○６番（紀 良治君） 音声遠隔装置の活用は考えておられないということですが、今後 

活用していただくように要望いたしますが、音声遠隔装置を活用されたとして、大雨と

かの周りの音に消され聞こえない場合がありますが、そのような時に、警報サイレンを

活用して町民に迅速に危険を伝えることは出来ないのでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 大雨とか、あるいは暴風に対しまして警報サイレンを使用する 

ことについてどうかというお尋ねでございます。 

 サイレンの吹鳴基準につきましては、法令で定まっておりまして、火災関係につきま

しては消防法施行規則におきまして、また水防関係につきましては水防法施行規則、こ

れは奈良県規則でございますが、それにおきましてサイレンの区分、吹鳴基準が定めら

れているところでございます。 

 具体的に申し上げますと、火災発生時の消防機関の出動を行う場合は、約５秒間のサ



３－6 

イレン吹鳴と約６秒間の休止の繰り返しでございます。それから、水防による居住者の

避難のための立ち退きを知らせる場合は、約１分間のサイレン吹鳴と約５秒間の休止の

繰り返しを行うことと定められています。 

 以上、申し上げましたとおり、質問者が言われております大雨、あるいは暴風時に警

報サイレンを使用することにつきましては、法令で吹鳴基準が定められている範囲にお

きましては可能でありますけれども、それ以外につきましては使用することは難しいと

いうふうに考えております。 

○議長（中川靖広君）  ６番、紀議員。 

○６番（紀 良治君） それでは、音声遠隔装置警報サイレンについては、警報の場合に 

は使用出来ないということでございますが、今後状況に応じて活用を検討していただく

ようお願いいたします。 

 それでは、警報発令時、休校になった場合、児童は自宅の方で留守番となると考えま

すが、保護者の中には不安な心がありながら仕事に出かけることがあると思われます。

安全に預かるという観点から、町としてはどのように考えておられますか。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 警報発令時に保護者の方が出かけられて子どもだけが家に残る 

ことになるということにつきましての対策を考えてほしいということの保護者からの申

し入れにつきましては、現在のところございません。休校時に保護者不在で子どもが家

にいる時は、日ごろから隣近所の付き合いにより子どもの様子を見ていただく体制をつ

くっていただきたいというふうに思っています。また、時には、預かっていただく体制

をつくっていただくのが望ましいのではないかというふうに考えております。そうした 

隣近所との連携といいますか、そういうものも大事だろうというふうに思っています。 

 また、学校としての安否確認は、各家庭訪問、あるいは電話等で確認をさせていただ

いている状況でもございます。 

○議長（中川靖広君）  ６番、紀議員。 

○６番（紀 良治君） 私も地域とのお付き合いは大変大事だと思います。学校での家庭 

訪問、電話による危機管理については、今後ともよろしくお願いしたいと思います。 

 次に、幼稚園、小学校の放課後の児童の一時預かりについてお尋ねしたいと思います。

幼稚園での保育時間についてお聞かせください。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 



３－7 

○教育長（栗本裕美君） 町立幼稚園の保育時間でございますが、４歳、５歳児は、月・ 

火・木・金曜日は午前８時３０分から午後２時３０分まででございます。水曜日は、午

前８時３０分から１１時３０分までとなっております。それから、３歳児は、月曜、水

曜、木曜日は午前８時３０分から午前１１時３０分まで、そして火曜と金曜につきまし

ては午後２時３０分まで行っております。ただし、木曜日につきましては、１０月から

午後２時３０分まで保育時間を延長していきたいと考えております。 

 幼稚園教育要領におきましては、「１日４時間を標準とする教育を行う」というふう

に定められておりまして、これに準じて保育時間を定められておりますけれども、保護

者のニーズあるいは幼児の生活リズムなどを考慮しながら、保育時間について今後検討

してまいりたいというふうに考えております。 

○議長（中川靖広君）  ６番、紀議員。 

○６番（紀 良治君） 保育園の方の授業時間は、どうなってますか。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） 保育園の保育時間でございますが、現在、保育園では、 

通常保育としまして午前８時３０分から午後５時まで保育をしております。保護者の勤

務等の都合により、朝は１時間早く７時３０分から、夕方は１時間３０分遅く午後６時

まで長時間保育としてお子さんをお預かりをしております。さらに、午後６時３０分か

らは、延長保育としまして午後８時までお子さんをお預かりしている状況でございます。 

○議長（中川靖広君）  ６番、紀議員。 

○６番（紀 良治君） 保育園では、午前７時３０分から午後８時まで保育していただい 

ておりますが、幼稚園では２時３０分までとなっております。仕事を持っておられる保

護者の方の中には、幼稚園へ子どもをやりたいが時間的に無理という判断で保育園にや

られる方がおられるとお聞きします。また、幼稚園、小学校の保護者が、文化活動やＰ

ＴＡの活動に参加する時に、子どもが帰ってくる、またお迎えに行かなければならない

との理由で参加出来ない方もおられます。出来れば、少し長く預かっていただければと

よく言っておられますが、せめて幼稚園、小学校で保護者が文化活動やＰＴＡの活動に

参加している間、預けることは出来ないのでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 現在、町立幼稚園におきまして、幼稚園のＰＴＡ活動時、ある 

いは町立小学校の参観及びＰＴＡの活動時で必要な場合、在園児の預かりを実施いたし
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ております。 

 そしてまた、小学校におきましては、参観時及びＰＴＡ活動時に在校生の預かりは実

施しておりませんけれども、参観やＰＴＡ活動時に保護者が学校にいる場合には、学年

別の下校に加わらずに運動場など学校内で待機をさせていただいて、ＰＴＡ活動の部屋

でまた読書をしたりして過ごしていることは認めさせていただいております。そして、

保護者と一緒に下校するということで対応をさせていただいてます。 

 また、ＰＴＡ独自の取り組みとして、参観時に未就学児の預かり保育をしている支援

グループに依頼して校内で実施している学校、あるいは預かり保育のための部屋の開放

を行っている学校もございまして、それぞれの学校が独自の取り組みをさせていただい

ているところでございます。 

 今後、保護者がより安心して参観や、あるいはＰＴＡ活動に参加出来るように、学校

やＰＴＡに対しまして情報提供を行いながら対応をしていきたいというふうに考えてお

ります。 

○議長（中川靖広君）  ６番、紀議員。 

○６番（紀 良治君） ありがとうございました。一応学校の方でも預かっていただいて 

いるということで、正式には預かってないけど学校内で遊ばせていただくのを許してい

ただけるということで、今後、文化活動に参加される時等にお預かりいただけるような

ことを検討していただきたいと思います。 

 以上で、質問終わります。 

○議長（中川靖広君）  以上で、６番、紀議員の一般質問は終わりました。 

 続いて、１５番、木田議員の一般質問をお受けいたします。１５番、木田議員。 

○１２番（木田守彦君） 前もちまして議長に提出しておりますレジメに従いまして一般 

質問をいたしますので、的確なる回答をお願いいたします。 

 まず１番目に、ごみ処理について問うということで、白石畑最終処分場への草刈りや

剪定で出た枝葉の集積物の処理について聞かせていただきたいということで、最近シル

バー人材センター等の草刈りや剪定で出た枝葉が、焼却場に持ち込まれずに白石畑最終

処分場に堆積処置されているように聞きましたが、いつから始められて、その堆積物の

処理をどのようにして処理しようと考えられておられるのか。また、今後も、毎日のよ

うに発生しておりますので、その枝葉についても、引き続きどのような処置をしようと

考えられておられるのかも含めて回答をいただきたいと思います。 
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 これらの処置によりまして、ごみ焼却の量の減少により焼却場の延命になるとは考え

ますが、一方、間違えて事故等が発生した場合には、今まで以上に処理量の増加や質の

悪化が考えられるので早急なる対処方が必要と考える。現在の堆積量についても、わか

ればお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） 白石畑最終処分場への草刈りや剪定で出た枝葉の集積の 

処理の関係でございます。この件につきましては、昨日の一般質問でもお答えをしてお

り、一部重複する答弁となりますがお許しいただきたいと思います。 

 町で剪定枝葉や刈り草を処分しておりますのは、家庭でみずから剪定や草刈りをされ

た分、町の管理地や町内にあります県の管理地、そしてシルバー人材センターが請け負

った剪定枝葉や刈り草でございます。これらにつきましては、先だってまで幸前にござ

います衛生処理場で焼却処理をいたしておりましたが、搬入をされました刈り草の中で、

長さ約１５０センチ、太さ約６０センチの樹木が数本含まれておりまして、焼却設備の

一部が損傷する事故が発生をいたしました。 

 このことから、刈り草に異物が混入されていないかどうかといった安全確認のため、

今年度分の搬入につきましては最終処分場に搬入させることとしておりまして、最終処

分場で今現在一時保管をしているところでございます。 

 なお、最終処分場に一時保管をしている刈り草でありますが、７月に行いました焼却

設備の補修工事の影響から、現在でもピット内のごみ量が通常より多いため、ピット内

の状況を見ながら、今後少しずつ焼却処理をしていこうと考えているところでございま

す。今後も焼却処理をしていこうという考えでございます。 

 それから、堆積の量でございますが、現在の堆積の量につきましては、今現在まだ資

料を持ち合わせておりませんので、また後ほどご報告をさせていただきたいと思います

ので、よろしくご理解賜りますようにお願いをいたします。 

 以上でございます。 

○議長（中川靖広君）  １５番、木田議員。 

○１５番（木田守彦君） そういうふうにやっておられるということで、わりかし焼却場 

の方へ入ってくる車も少なくて今いいとは思いますけども、余り長く堆積をされておっ

たら、それが堆肥物になればよろしいけど、そうでなかったら、その後焼却するという

ことなんですけども、今現在満杯ということです。だから、それがこれからもまだ続い
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て、色々と草刈りとか剪定とかされるということは、なかなか減らないように思います

けども、出来るだけ早いことそれを処理していただきたいなと。それでなければ、また

そこに色んな害虫というんですか、そういうようなもんが発生して周囲に迷惑かけるこ

とのないように、その堆積物の処理をお願いいたしたいと思います。 

 続きまして、②番目、今年度、平成１９年度の予算委員会の時に、木と呼ばれる部分

のチップ化について研究するとのことでありましたが、以前からの懸案となっている処

理場所の選定なしに実施は難しいと思いますが、解決出来るのかということで、太い枝、

木のチップ処理化が大きなごみの減量につながると思いますが、私も含めて、私議員に

ならしていただいてから、私と、そして同僚議員が２回にわたってこれについて一般質

問していると思いますが、その時の回答は、場所の選定、特に難しいというのは、やは

り騒音や粉塵を考えた場合には、なかなか場所の選定には至らないということで、チッ

プ化というのは難しいということで、今まで断念してきているという印象を受けており

ましたが、また急に今年度、そして来年度を含めて２カ年のうちに研究をして、採用出

来ることならば実施を行いたいということでございましたんですけども、その進捗度に

ついてお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） チップ化の進捗度でございますけども、これにつきまし 

ては、最近このチップ化をするリサイクル業者というものが出てまいりました。その中

で、そういった質問者がおっしゃいます場所の選定が困難なことから、この委託業者に

委託をしていくというようなことも含めて今後検討をしてまいりたいと、このように考

えているところでございます。そのため、経営状況や費用対効果について研究をしてま

いりたいと、このように考えておりますので、ご理解賜りますようよろしくお願いを申

し上げます。 

○議長（中川靖広君）  １５番、木田議員。 

○１５番（木田守彦君） 私、見たんでは、チップ化した材料というんか、それを公園と 

かそういうような樹木の下に肥料というんですか、そういうふうに置いて、それで乾燥

を防ぎ、そしてまた肥料化によって木を保護しておるというような現場を何カ所か見さ

せていただいておりますので、やっぱりそうした方がええのではないんかなと。やはり、

町の色んな花壇とかに植えている木なんかでも、今年やっぱりかなり枯れているような

状況で、自動散水装置も現代ではありますねんけども、そんなんもやっておられないよ
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うな状況ですので、せっかく植えた木が枯れてしまうようなことにもなるということで、

それを有効的に利用していただきたいなということをお願いいたしまして、次の質問に

入りたいと思います。 

 ③番目の環境パトロールの不法投棄・ポイ捨ての状況と対策について町の今後の方針

を問うということで、２００７年９月の広報いかるがの内容の中での、「平成１８年と

平成１９年の４月から６月までの対比」の中で、処理件数及び処理量の比較については、

不法投棄は件数で１３件の増で、処理量については、広報の中では５６トンとなってお

りますけども、私聞かせていただいたら５６キロ増となっておるということなんですけ

ども、３カ月間での増加としては多量ではないのかと。また、ポイ捨てについては件数

で２８件の減少、そして処理量については１７２キロの減との報告であります。減少量

と件数の減は喜ばしいことでございますが、この報告を見ての町の見解と今後の町の取

り組みについて、今の取り組みのままでいいのか、あるいはどの点を改善、改良しよう

と考えておられるのかについてお聞かせ願いたいと思います。 

 まず初めに、９月の広報の１９ページに、「ごみのないまちづくりにご協力ください、

環境パトロールの様子」というとこで、これも配布されてから大分になると思いますけ

ども、このトンとキログラムが間違っていたということを前もって訂正をお願いしたい

と思います。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） 答弁をさせていただきます前に、質問者おっしゃいます 

ように、広報いかるが９月号に掲載させていただきました内容につきまして訂正がござ

います。この場をおかりしておわびいたしますと共に訂正をさせていただきますので、

よろしくお願いを申し上げます。 

 その訂正の内容でございますが、広報いかるが９月号のお知らせの１９ページでござ

います。質問者おっしゃいますように、環境パトロール中の不法投棄・ポイ捨てなどの

様子の不法投棄・ポイ捨ての処理量の単位がトンとなっておりますが、キログラムの誤

りでございましたので、ここにおわびをさせていただきまして訂正をさせていただきま

す。よろしくお願い申し上げます。 

 なお、この広報９月号につきましては、既に各戸に配布されておりますので、広報い

かるが１０月号におきまして訂正の記事を掲載させていただきます。また、町のホーム

ページに掲載させていただいております記事につきましては、既に訂正をさせていただ
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いておりますので、ご理解を賜りますようよろしくお願いを申し上げます。 

 それでは、環境パトロールの今後の方針、見解等につきましてご答弁をさせていただ

きたいと思います。 

 広報いかるが９月号に掲載いたしました環境パトロールの平成１９年度４月から６月

の不法投棄・ポイ捨ての状況でございますが、質問者がおっしゃいますように、不法投

棄につきましては、処理件数２２件、７１１キログラムのごみ処理をしております。投

棄の内容といたしましては、テレビ、冷蔵庫、洗濯機といった特定家庭用機器をはじめ、

自動車のタイヤなど処理困難物に指定されているものもございました。 

 前年度の同時期の処理件数と比較をいたしますと、１３件増加をしておりまして、要

因として考えられますのが、環境保全推進委員や住民の方々からの通報によりまして処

理した不法投棄が１５件ございましたので、各自治会で日ごろから注意をして監視をし

ていただいている結果というふうに考えております。 

 また、同時期のポイ捨てごみの処理状況でございますが、弁当がらや缶、瓶、ペット

ボトルなどが多く、処理件数３６件、７６キログラムでありました。前年度の同時期と

比較いたしますと、処理件数で２８件減少しておりますが、住民からの通報等により随

時パトロールコースに追加をし、早期発見、早期処理を行うことにより、新たにポイ捨

てをされにくい環境づくりに努めた結果であると考えております。 

 今後の対策といたしましては、不法投棄の中には、依然として特定家庭用機器である

テレビなどの投棄が多い状況を考えますと、買い替え時以外の再商品化義務についてま

だまだ理解されていないのではないかと考えております。 

 また、２０１１年より従来のアナログ方式のテレビが使えなくなることから、地上デ

ジタル方式の薄型テレビへの買い替えが進んでいる中で、さらに不法投棄がふえること

も考えられますことから、家電リサイクル法の趣旨、消費者の責務について、住民に広

報紙やエコトークなどを通じてさらに啓発を行ってまいりたいと、このように考えてお

ります。 

 また、ポイ捨てにつきましては、多発地域を含めまして重点的に環境パトロールを行

いまして、さらに多発地域がふえないように、住民からの通報があれば、重点地域に加

えてパトロールコースを設定いたしまして、随時対応出来るように策を講じまして、引

き続きポイ捨てや不法投棄の早期発見と早期処理に努めてまいりたいと考えております。 

 また、小学生が作成いたしましたポイ捨て禁止の啓発看板の設置につきましても、古
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くなった看板の入れ替えや多発地域への追加設置をすることなどによりまして、常にポ

イ捨てや不法投棄されにくい環境づくりに努めてまいりたいと、このように考えており

ますので、よろしくご理解賜りますようお願いを申し上げます。 

○議長（中川靖広君）  １５番、木田議員。 

○１５番（木田守彦君） 今、部長がおっしゃってた中で、２０１１年より従来のアナロ 

グ方式のテレビが使えなくなるとおっしゃいましたわね。だけど、２万円ぐらいの機器

ですか、それをつけたら使えるということで、今、全部それを放棄せんならん、今ある

アナログのテレビは皆放棄せないかんというような印象を与えますので、やっぱりそう

いうとこをきちっと広報していただかなければ、これから後、１９年ですのであと４年

ほどでみんなそれを買い替えなんの違うかなと。なかなか買い替えられない人もおられ

ると思いますので、どんだけ費用的な面でかかるかちょっと、２万円ぐらいやというよ

うな暫定金額は聞いてますけども、どれも２万円でいけるのどうか、それもちょっとわ

かりませんねんけど、それらを研究していただいて、そして広報等で、まだそのテレビ

は、もう映りにくいようなテレビは別として、ある程度まだ新しく買い替えられて何年

もたたないようなテレビであれば、それが使用可能であるというような広報もしていた

だきたいと思いますが、それは可能ですかね。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） この電気製品のデジタル化に伴うことにつきましては、 

行政の方も周知いたしますけども、また電気メーカー等の方につきましても周知をされ

ていることと思います。そういった中で、その動向を見ながら啓発等も考えてまいりた

いと、このように考えております。 

○議長（中川靖広君）  １５番、木田議員。 

○１５番（木田守彦君） テレビでかなりそういうことを放送されておりますけども、現 

在のテレビが使えるというような広報はなされておらないように、私はそういうふうに

受け止めてますけども、買い替えられる人はいいとして、やっぱり弱者の人、生活に困

っておられるような方もたくさんおられる中で、それを買い替えなくてもこの程度の費

用でそれは見られるというような形で広報をしていただきたいというふうにお願いを申

し上げまして、この項は終わりたいと思います。 

 次に、２番の町の広報と奈良県の、奈良新聞なんですけども、その新聞の当町の人口

の差について問うということで、町の広報や社協だよりと奈良新聞とかの人口差が９０
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０人近くあるのはどうしてなのかについて問うということで、町広報や福祉だよりの記

事内容では、平成１９年７月３１日現在２万８，５５９人と掲示されておりますが、新

聞報道の平成１９年８月１日現在の人口については２万７，６３５人、その差が９２４

人となっております。なぜこのような差異が生じるのか。町広報が正解であると私は信

じておりますが、新聞の記事としての正確性からも、間違いであるならば、町としても

正しい資料を提供しその誤りを正すべきだと思いますが、これらの点について正誤も含

めて回答をお願い申し上げます。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） まず、町の広報紙等に掲載をさせていただいております人口 

は、住民基本台帳人口と外国人の登録人口を合わせました本町の総人口となっておりま

す。 

 一方、新聞紙上で報道されます、県が発表されます県統計発表の人口につきましては、

奈良県の推計人口、いわゆる推計人口と呼ばれるものでございまして、平成１７年度に

行われました国勢調査時の人口を基礎に、その後の出生、死亡、転入、転出、外国人登

録人口の増減を加算したものとなっております。 

 奈良県推計人口の基礎となる国勢調査の人口は、平成１７年１０月１日現在で斑鳩町

に３カ月以上常住している人口でありまして、仮に本町に住民票があっても、出張及び

単身赴任等で他の県及び市町村で常住しておられれば、そちらでカウントされることと

なります。 

 そうしたことから、町広報紙等に掲載をいたしております平成１９年７月３１日現在

の人口２万８，５５９人と比較して９２４人の差が生じることとなってくるわけでござ

います。 

○議長（中川靖広君）  １５番、木田議員。 

○１５番（木田守彦君） その内容としてはわかりましたので、理解したいと思います。 

 続きまして、町広報等の配布をシルバー人材センターに８月より委託されましたが、

全戸配布ということで、それによって今まで自治会にも入っておられなかった人には、

公民館とか役場とかへ取りに来てくださいということで、全戸配布ということではなか

ったと思いますけども、それによって全戸配布ということで、発行部数や費用の面でど

のぐらいの増減になったのかについて問うということで、町の広報の配布をシルバー人

材センターに８月より委託されたということで、８月まで自治会に入っておられなかっ
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た世帯に対しても全戸配布との方針で実施されるとのことでありますが、自治会への未

加入世帯が、以前には１，０００数百世帯、２，０００戸近くあると聞き及んでおりま

したんですけども、未加入世帯については未配布であったと思われます。それゆえに、

印刷物が、世帯数との差異により多量に残っていたと思われますが、８月からの配布数

と１戸当たりの配布費用はどのようになっておるのかということについて聞かせていた

だきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） まず、ポスティングによる配布を導入した趣旨でございます。 

以前より自治会役員の方から、町の情報量の増加によりまして配布に係る負担が大きい

ことへの苦情があったことや、自治会未加入者には町の情報が行き届かないため、文書

配布方法について自治会連合会ともご相談申し上げながら検討を重ねてまいりました。

その結果、住民サービスの向上と自治会役員さんの負担軽減のために、本年８月よりポ

スティングを導入したものであり、導入してから約１カ月がたっておりますけども、現

在のところ大きなトラブルもなく概ね順調に進んでいるものと考えております。 

 また、広報の発行部数についてでございます。従来の自治会配布の広報では、自治会

加入者数を基準にしておりまして、印刷部数は９，８００部でしたが、全戸配布となり

ましたので、現在は１万５００部を印刷しております。配布実数は、９月広報で１万１

５４部となっております。発行部数の増加によりまして、印刷費用は年間に換算します

と約２１万円の増となっておりますけども、住民サービスの向上、開かれた町政の推進

という面でメリットは大きいと考えております。 

 次に、配布に係る委託料につきましては、今年度は年度途中の導入でありますことか

ら、従来の方法と比較は難しいものの、年間を通しての費用に換算して昨年と比較いた

しますと、ポスティング導入により委託料は約１６６万円の増加となっております。し

かしながら、自治会に係ります負担が軽減されましたことから、現在各自治会に交付し

ておりました文具料戸数割を１戸当たり２００円の減額をさせていただいておりますこ

とから、委託料の増加分と相殺いたしますと、費用面といたしましては大きな増減はご

ざいません。なお、委託の手数料でございますけども、広報等につきまして１戸当たり

９円でございます。 

○議長（中川靖広君）  １５番、木田議員。 

○１５番（木田守彦君） 住民へのサービスということで、全戸配布ということを続けて 
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いただきたいと思います。 

 続きまして、３番目の三代川の改修について問うということでございます。今年度も、

今までに三代川に関係する溢水が発生しておりますが、「安全・安心なまちづくり」を

提唱している町としても、毎年のように繰り返される水害について、町としての対策の

考え方を問うということでございます。 

 ９月３日の町長の提出議案説明の中で、これについて、三代川の進捗状況について報

告されておりますが、三代川の改修事業は県の事業ということでありまして、それにつ

いては余りにも長い年月を費やしてきております。中断というんですか、その期間もか

なり長くなっております。ＪＲ踏切までの２００メーターについて、今現在用地交渉が

進められているとの報告がありました。昨年度には４件の契約が行われ、代替住宅建築

のために残っている住宅２戸も本年中に解体されることになっており、本年度において

も４件の補償契約等がなされたとの報告でありました。順調に事業進捗がなされておる

ように思いますけども、これから町としても県事業の進捗に積極的に協力されたいと思

いますが、町と県とのかかわりというんですか、県事業に対する役割分担というんです

か、かかわりについて教えていただきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  藤本都市建設部長。 

○都市建設部長（藤本宗司君） この三代川についてはあくまでも県管理河川ということ 

で、事業的には県が行うということになってまいります。しかし、町内を流れる河川と

いうことで、町が影響を受けると当然なるわけですので、地元対応についても町の方で

対応をしながら、県と共に事業推進を図っていくということが事業を早める一番の手だ

てと、このように考えておりまして、県と同一行動をとっていると、地元対応も町の方

でさせていただいているという状況でございます。 

○議長（中川靖広君）  １５番、木田議員。 

○１５番（木田守彦君） そしたら、部長、この三代川の河川改修は、町と県と一緒にな 

ってやっておるということで、その中断期間というんですか、あそこの、もうなくなっ

たけど阪井パイプのとこまで来て、あれ中断してから何年ぐらいになると思いますか。

それで順調にいっているとは、私はそういうふうには受け取りがたいんですけども、部

長はそれで、そのぐらいかかるのかなということで回答されておるとしたら、やっぱり

私はもうちょっと積極的にやってもらいたいなと。それは、部長がずっと部長職におら

れたということではないんですけども、やっぱり事業というものは出来るだけ早いこと
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完了することによって、やっぱり斑鳩町は安心・安全なまちづくりという、住みよいま

ちづくりというようなことを公に言っておられる以上は、それを出来るだけ早く実行し

てもらえるように、今まで以上に努力をお願いしたいなということをお願い申し上げて

おきます。 

 次に、斑鳩町の玄関の整備が遅ればせながら進められておるということなんですけど

も、県の事業とはいいながら遅々として進まない理由について、町の対応、対策につい

て間違っていないのかということについて問うということで、前項の関連というんか似

通っておりますけども、斑鳩町が進めております駅前整備事業について、駅前の整備事

業はかなり進んでおるように思いますけど、やはり三代川の改修は、周辺住民にとって

も待たれておるところであります。過去の溢水についても、旧の松岡の料理屋さんより

東洋シール間で何度となく発生しております。河川改修は下流からとの報告を今までに

何度となく受けており、それについては理解しておりますが、余りにもたび重なる溢水

に対する県の対応が鈍いように思われます。人的被害は発生していないとは言いながら、

付近住民の方々の心の動揺は、雨が降るたびにやはり心配事として心の中に生まれてい

るものと思われます。心理的にも大きな打撃を与えないためにも、やはり早急なる改修

が順調に進むことが肝要かと思いますが、もっと積極的に強く県の方に要望していただ

きたいと思いますが、先ほども言いましたように、車の両輪というんですか、県と町が

やはり一緒になってやっておるということで、県事業について、竜田川の交差点改良な

んかでもかなり長い年数たってやっと出来たと。その出来た結果が、やはり交通渋滞も

なくなったというようなそういういい見本もありますので、三代川の河川改修、私は常

に富雄川の方を言うてきましたんですけども、今回のなにについては富雄川の方は関係

なかったということで、ちょっと方向転換して三代川の方に関して言わしていただいて

おるんですけども、やはり今日の台風９号なんか見ても、東京の真ん中というんですか、

そこらでも水害が発生しておるというような状況の中で、やはり三代川については一日

も早く、まだ２００メートルが改修されて解決しても、その上流の方で溢水しておると

いうような状況がもう何年来と続いておる状況なんですので、やはりそこをまず、下流

からということでそこまで行き着かなければその上には行き着かないというような結果

となっておると思いますけども、出来るだけそれを働きかけてやっぱりやっていただき

たいなというふうに思いますけども、この２００メーターの区間については、今のとこ

ろどのぐらいの時間というんか年数というんか、それを要すると町の方は考えておられ
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るのか。県と協議しながら両輪でということを言うておられるので、それを聞かしてい

ただきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  小城町長。 

○町長（小城利重君） 一番やっぱり問題は、地主の関係等持っておられる方、あるいは 

またその建物の関係等ございます。私のところも関係しておりますけども、やはりそう

いう中で、借地の中で、そして建物補償、あるいはそういう関係等、やっぱり相手がご

ざいますから、なかなかそう簡単には私はいかないと思います。私の方までようやく一

応契約をさせていただいたというとこまでは来ておりますものの、やはりなかなか相手、

地権者等、あるいは建物等の関係もございますし、我々としては精一杯努力をしながら

出来るだけやっております。 

 １６８号の竜田大橋の関係等についても、あのところでやっぱり土地所有者がなかな

かうんと言ってくれない。たまたまお父さんが私に電話いただいて、町長、もう協力す

るから全部買えということをおっしゃっていただいた。そしたら、全部は買われない、

郡山土木は。残る部分がございますということでしておった。そういう最中にお父さん

が亡くなるということもございまして、やっぱり息子さんとの話をしていく。ようやく

息子さんの契約をいただいて、そして周辺の協力をいただいて出来てきたわけでござい

ますけども、やはり私は相手がございますから、相手の条件というものが県が示される

条件に必ず一致するのかということにはなかなかなってこない。県と町ということであ

りますけども、私の方の職員がほとんどその地権者のところに行きながら、金額的な最

終的な交渉になったら県が出向くというとこでございまして、なかなかそう簡単にはい

かない。 

 だから、今、木田議員のご指摘のように、我々としては早くしていきたいという希望

等、あるいは職員等がございますけれども、やはり相手の気持ち、あるいは相手の立場

を十分考えていかなかたったら、なかなかそううまくいかないんではないかな。そうい

う努力をしながら、私はやっぱり、仮に今この３～４件をしても、やはり阪井パイプ、

今現在ございませんけども、マンションが建ってますけども、あの上流部分についても

全く出来ておりませんから、何で我々が先にやってあの下をまだしてないのということ

をおっしゃる方もございます。 

 そういうことで、我々としては出来るだけ三代川の河川改修ということは、これは肝

に銘じてもやらなきゃならないということで、県都市計画決定も出していただいてやっ
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ております。ただ、上流の部分については、今、福徳さんの前の関係等について、橋の

架け替え等について、水利組合等のご同意を今努力をしながら、今年度中に何とかして

まいりたいという気持ちでやっております。 

 いずれにいたしましても、こういう問題については、出来るだけ我々としては早くし

ていきたい。ただ、木田議員がご指摘のように、いつまでかということになりますと、

なかなか私は難しいんではないかな。１件１件そういうことによって応じていただける、

あるいはまた金額的に差異が出てくる、あるいはそういうことも色々詰めていく中で、

やっぱり金額提示は、既に契約された方の金額等やっぱり出てますから、そういう形で

それ以上の金額を出せるわけじゃないわけですから、その金額と見合ってそれで協力を

いただくというのが一番基本ですから、そういうことも踏まえて我々としては、少ない

中の職員がほとんど努力をしていただいて、ようやく私は４件でもこれが契約出来たな

と思っておりますし、これからもやっぱりそういう努力をしながら、相手の立場を尊重

しながら十分考えてまいりたいと思っております。 

○議長（中川靖広君）  １５番、木田議員。 

○１５番（木田守彦君） 町長のとこも関係する事業ですので、町長のとこは何でまだや 

ねんというようなそういう声も私聞いたこともありますねんけども、とにかく県の事業

については、これは予算的なこともあるやろと思いますけども、やっぱり事業としては

前向きに職員の努力によって一つ一つ解決していただきたいことをお願い申し上げてお

きます。 

 次に、４番目の談合防止策について問うということで、公共工事の談合による損害賠

償の制度化について町の考え方を問うということで、公共工事における談合事件は後を

絶ちません。当町においても、現実にその被害をこうむった事案が最近発生しておりま

す。談合による損害をこうむっても、その談合による損害を談合落札者に賠償させる仕

組みが出来ておらない場合には直接損害額を請求することは不可能で、再度（仮称）総

合福祉会館の入札による工事落札金額の増額となる結果となっております。今後、請負

契約の損害賠償の制度化を進めなければ、金額の多少にかかわらず損害をこうむっても、

そこにまた貴重な税の投入で補てんしてきた事実がございます。誰一人としてその責任

をとらない現状の入札制度の改善について、契約書の改善も含めて制度化の取り組みに

ついて町の考え方を問うということで、結局総合福祉会館の契約についても、以前落札

された方と今回の落札者との差異というんですか、少し設計変更しなければいけないと
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いうことで、どの程度変更されたんかもわかりませんねんけども、４，５００～４，６

００万の増額になっておるということで、それがやっぱり貴重な税金から投入してその

補給をしなければならないということで、何かそういうことが発生した場合には、その

契約書の中に、談合による損害を受けた場合にはそれを補てんしていただくというよう

なそういうことを書き込んでいただかなければ、余りにも公共事業における談合があち

こちで多く発生しておるような状況の中では、一日も早いその制度化をお願いしたいと

思いますねんけども、それについては今後どのようにしようと考えられておられるのか

についてお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  芳村副町長。 

○副町長（芳村 是君） 私からお答えをさせていただきます。 

 まず、談合による損害賠償の制度化でございますけども、本町は請負工事等による損

害賠償制度を設けております。本制度は、斑鳩町契約規則第２４条、契約に係る損害賠

償、第２５条、契約の解除で定めており、ご指摘の談合事件の条文といたしましては、

第２５条第１項第３号で、契約者、いわゆる請負人でございますが、契約の事項に関し

不正な行為をした時、いわゆる談合を行った時契約を解除するということが出来るとい

うようになっております。また、第２４条第２項で、第２５条第１項第３号、先ほど申

しました契約の解除を行った場合、契約者、いわゆる請負人は、契約金額の１００分の

１０に相当する額を損害賠償として納付しなければならない、こうなっております。し

たがって、本町は、損害賠償による制度化を行っておるわけでございます。 

 さて、先ほど質問者もご指摘されております（仮称）総合福祉会館の入札の関係でご

ざいますけども、これは談合によって入札を行ったものではないということでございま

す。当初入札を行い、そして落札者が、これは名古屋の地下鉄談合によって指名停止を

受けたということでございます。それによって町は契約を解除したということ。次に入

札を告示いたしましたが、落札する業者が来なかった。３回目でございますけども、入

札告示を行い、２社が落札をいたしました。しかし、予定価格以上という中で、町とし

ては、最低入札業者と協議をもって契約を行ったということでございますから、何らル

ールに対して不当な行為はしてないということでございます。 

 この談合といいますのは、質問者もおっしゃるように、契約の締結をした場合につい

ては、特段な公正性といいますか、そういうようなもんが要求されるわけでございます。

こういう入札談合は、入札という競争を行う前に、入札参加者の側で入札結果になる落
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札価格等を決めてしまったりするものでございまして、競争させるための制限である入

札制度の機能を全く無にしたものであると考えております。 

 また、談合によって公正な価格を害する等のため協定が行われた実態があるとするな

らば、ここに参加した業者に対して、談合罪の判決を待つまでもなく直ちに町としては

入札制限をすると、そして公正な競争の確保を図るということを考えておるわけでござ

いまして、そういう状況の中で入札に対する公平性、透明性を図っており、不正防止に

対しての適切な対応をしておるというのが、我々の今行っている状況でございます。 

 以上です。 

○議長（中川靖広君）  １５番、木田議員。 

○１５番（木田守彦君） 今、副町長が言われましたように、当該工事、総合福祉会館に 

ついては何も談合をしたというようなそういうなにはございませんねんけども、やはり

それによってかなり、４，５００万ぐらいの増額になっておるということは、やはり町

が損害を、スムーズに前回の時の奥村組ですか、そこが請け負いをしておったらそれで

済んでおるのに、再度入札によって４，５００万ほど、そしてまた時期も２カ月ぐらい

おくれるというんですか、そういうことになっているということは、町はやっぱり損害

をこうむったという、そういうふうに受け取っていいんではないんかなというふうに思

いますけど、それについて、そういう場合には、損害というんですか、それを請求する

ことが出来ないわけなんですかな。 

 そんなん、町のなにでは談合はなかったけども、地下鉄の工事によって談合されたと

いうことで、町は再度入札を行ったということで、それが安うなってんねやったら私も

納得出来ますけども、その工事自体がやっぱり４，５００～４，６００万の増額になっ

ておるということは、やっぱりこれを町民がそれだけの税の負担をせないかんというこ

とで、それはちょっと私自体、そのからくりというんですか、仕組みが余りよう入札の

なにわからへんですけども、何か補助金を受ける時には、少しの設計変更をしなければ

補助金が再度いただけないということで設計変更をされたということなんだと思います

けども、その設計料なんかは別に何も増額というようなことは聞いておらないので、工

事の内容については初回にいただいておった入札結果と同じ内容、細部についてはわか

りませんけど、そういうふうな結果になっていたと思いますけども、やっぱりこれは明

らかに斑鳩町として、そしてまた町民がそれだけの損害をこうむったということは明ら

かやと思いますけども、それについて何も出来ないというようなそういう請負契約の仕
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方というのについては、私余りそれについては納得出来ませんねんけども、事業につい

ては私は今までからずっとかかわってきて、出来るだけ早いことやっていただきたいと

いうことで、その件については、談合ということについて何もそれには入っておらない

ということなんですけど、その以前の問題ですわな。 

 初め落札された業者が他地域でそういう談合事件を起こされて、それがまたその結果

によって斑鳩町はそれの被害をこうむったというふうに、私はそういうふうに思います

ねんけども、副町長は、いや、これはそういう町の契約規則とかによって正当やという

ふうにおっしゃっておりますけど、これについてはやっぱり、少しの金額やったらよろ

しいですけどね、何千万というような金が貴重な税金から補給せなければいかんという

ことは、私はやっぱりそこで何かそういうふうな歯止めというんですか、それを請求出

来るような何かないんかなということについて、町としても研究をしていただきたい。

これがあるからこれは大丈夫やと。 

 しかし、この工事については、そんだけ余分に契約金額を上乗せせないかんような結

果になっておるということは、やっぱり町民にそれだけ損害を与えたということになる

のではないんかなと、これは私の受け止め方なんですけども、これについてはもうどな

いも出来ないということで、この契約規則の中ではどないも出来ないということで理解

しておかなければならないんですかな、これは。 

○議長（中川靖広君）  芳村副町長。 

○副町長（芳村 是君） この、今、質問者がご指摘されておりますのは、町は当初入札 

し落札した。そして、その業者と契約した。この業者は、先ほども申し上げましたよう

に、いわゆる名古屋談合によって公取から地検に告発された。これは、入札のルールに

反したわけです。いわゆる談合した。こういう談合した業者を町は継続しながら契約す

ると、これは出来ません。はっきりと悪いことした業者です。そして、解除した。こう

いうことでございます。 

 次に、今のおっしゃっております、５，７００万やったかな、追加は。ちょっと、４，

７００万。それについては、不落随契として最低落札者と話をして、そして町の予定価

格で契約したわけです。町の予定価格は、これは当然設計に基づいて町長がその予定価

格を決めると。その予定価格で話し合いの中で契約をした。何ら私としては、ルールに

反したことは町はしてないということでございますから、そこら十分ご理解願いたいと、

このように思います。 
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○議長（中川靖広君）  １５番、木田議員。 

○１５番（木田守彦君） いや、だからその金額については、町は何も間違っておったと 

いうことはないんですけども、その談合事件で契約の指名停止というんですか、それを

くらわれた業者に対して、何もこちらからは請求出来ないというような、それについて

は何か手だてがあるのではないんかなと、私はそういうふうに思いますねんけどね、や

っぱり今おっしゃったように、５，７００万も増額になると。それは、町が見積もりし

たその額で、それで落札されておるのでそれでええのではないんかなというふうにおっ

しゃっておりますけども、出来るだけやっぱり安く出来ればそれにこしたことはないの

で、やっぱりこのことを考えたら、前の業者に対して何か、ただ入札の停止というその

ペナルティーだけで済んでおるのはやっぱりおかしいのではないかなと、私はそういう

ふうに受け取ったので、町はこないしてちゃんとしてあるやんかと言われたら、それは

そのとおりやと思いますけども、今後ともそういうことのないように指導というんです

か、町内業者の指導育成にも当たっていただきたいことをお願い申し上げまして、私の

一般質問を終わります。 

○議長（中川靖広君）  以上で、１５番、木田議員の一般質問は終わりました。 

 午前１０時３０分まで休憩いたします。 

         （午前１０時０８分 休憩） 

 

           （午前１０時３０分 再開） 

○議長（中川靖広君）  再開いたします。 

 次に、１４番、木澤議員の一般質問をお受けいたします。１４番、木澤議員。 

○１４番（木澤正男君） それでは、通告書に基づきまして私の一般質問をさせていただ 

きます。 

 まず初めに、放課後子どもプランについて質問をさせていただきます。 

 この問題につきましては、昨年の１２月議会でも一般質問をさせていただきました。

また、前回の６月議会でも同僚議員から一般質問があり、町も今年度中に方向性を見出

すということで、実施に向け検討をいただいているというふうに思いますが、現在問題

点の整理についてどこまで進んでいるのか、また今後の方向性についてお聞かせいただ

けますでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 
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○教育長（栗本裕美君） この放課後子どもプランにつきましては、過去２回にわたって 

本会議の方でご質問いただいているところでございます。学校あるいは関係機関との連

絡調整、あるいはボランティア等の協力者の確保、あるいは活動場所の確保、活動プロ

グラム策定等行うコーディネーターの確保、運営委員会の設置、子どもの下校時間、あ

るいは下校方法等色んな課題が山積をいたしているわけでございます。こうした問題を

実施に向けてクリアしていかなければならないことであるというふうに考えております。 

 そうしたことから、まず利用者の意向を把握することが肝要であるということから、

９月中にアンケートを実施いたしまして、その結果を踏まえまして、１９年度中に事業

の実施につきましての方向性を見出していきたいというふうに考えております。 

○議長（中川靖広君）  １４番、木澤議員。 

○１４番（木澤正男君） すみません、アンケート調査を行っていただくということです 

けども、対象と、どのように行うのか、それだけお聞かせいただけますか。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） これは、利用される方でございますので、保護者になってくる 

というふうに考えております。 

○議長（中川靖広君）  １４番、木澤議員。 

○１４番（木澤正男君） はい、わかりました。 

 この放課後子どもプランについては、昨年の５月に国の方から方針が示され、本来な

らば今年度からの実施が求められてきたものですが、現在、斑鳩町だけでなく全国の自

治体でも、放課後子どもプランの策定や放課後子ども教室推進事業は進んでおらず、国

の見込みを大きく下回っているというのが現状であると思います。そんな状況を生み出

している背景には、放課後子ども教室と放課後児童クラブの２つの事業を一体的、ある

いは連携して実施するという国の示す方針が、市町村の中に混乱を引き起こしているの

ではないかと思います。 

 この２つの事業は、目的も内容も実施状況も異なっています。したがって、それぞれ

を拡充しながら連携するということはあり得ても、同じ場所で同じ職員が２つの事業を

行う一体化というのは考えられないのではないでしょうか。それなのに、放課後子ども

プランでは、一体的な推進という枠組みがされていることが、混乱の大きな要因であり

ます。 

 また、放課後子どもプランは、学校内での実施が骨格となっていることから、場所の
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確保についても困難が生じています。 

 こうしたことから、関係者からも、学校内に無理に囲い込まない、地域を安全で豊か

なものにする視点での推進が求められています。国はこうした状況を理解し、実態に合

った取り組みが進められるよう市町村に対して支援をしていくべきです。また、自治体

としても、出来るところから実施をしていく。そして、市町村の実態とかけ離れた国の

方向性については改善を求めていくという姿勢が大切だと考えます。 

 現在、斑鳩町では、放課後児童クラブ、いわゆる学童保育については早くから実施さ

れていますが、放課後子ども教室については現在実施されていない状況です。ですから、

この放課後子ども教室をどのように実施していくのかということが、斑鳩町にとって大

きな課題であると思います。 

 先ほども述べたように、２つの事業の目的は異なりますので、それぞれの事業をその

趣旨に沿って個々に充実を図っていく、そしてその中でお互いの事業の連携を図ってい

くという考え方が大切だと思います。 

 そこでお尋ねしたいのですが、これまでの質問に対し空き教室がないということで答

弁されていましたが、例えば体育館や校庭を利用し子どもたちにスポーツや遊びの場を

提供することは可能であると考えます。また、学校内にとらわれず、空き教室がなけれ

ば公民館などを利用することも可能ではないでしょうか。運営に当たっては、クリアし

なければいけない課題が多々ありますが、子どもの健全育成に必要な施策でありますの

で、ぜひ今後これらにつきましても前向きに検討し実施していただきたいと思いますが、

いかがでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 質問者もおっしゃっていただいているように、当町には今のと 

ころ小学校では空き教室がないということでございます。そうした中で、体育館あるい

は校庭を使っての活動はどうかということでございますが、そうした体育館や校庭を使

用しての遊び、スポーツなどの活動を考えるところでございますが、各学校における放

課後の学校のクラブ活動の関係、あるいは学校の施設管理の問題、そして子どもの下校

時の安全確保など、解決すべき課題もあるというふうに考えております。これらのこと

を含みましてアンケート調査を実施していきたいというふうに考えております。 

 なお、質問者のおっしゃっていただいておりますように、公民館を使用するというよ

うなことも可能ではございますけれども、学校から公民館までの経路についての安全確
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保が難しいんではないかなというふうに思っているところでございます。 

 こういったことから、アンケート調査によりまして、そのニーズが高くても、コーデ

ィネーターあるいはアドバイザーの確保等受け皿づくりにつきましても、学校あるいは

ＰＴＡ及び地域ボランティアの皆さんとも十分協議する中で慎重に検討をしていかなけ

ればならないというふうに考えております。 

○議長（中川靖広君）  １４番、木澤議員。 

○１４番（木澤正男君） やはり、教育長がおっしゃっていただきましたように、今、と 

てもやっぱり子どもたちにとって安心とは言えない状況が地域の中にもございますので、

そうした問題についてやはりクリアしていく、そのところはしっかりと考えていただき

たいと思いますが、ぜひやはり出来るところからやっていく、この視点でもって斑鳩町

も今後取り組みを前向きに進めていっていただきたいということを要望しておきたいと

思います。 

 また、このように各自治体でも同じように難しい状況もありますが、既に平成１９年

度、今年度から県内で事業を実施している市町村もございます。そうした市町村の現状

について、どのように把握をされているでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 現在、県内におきまして放課後子ども教室の推進事業を実施さ 

れておりますのは、奈良県下で８市町村でございます。市では、奈良市、生駒市、大和

郡山市、葛城市、香芝市の５市、そして町では、広陵町、上牧町、安堵町の３町でござ

います。 

 こうした中で、それぞれの市では、週に１回から２回程度というのが非常に多うござ

いまして、そしてまた市立学校の中ででも、全校をやっているというのは非常に少のう

ございます。大和郡山市と葛城市、広陵町あたりが全小学校で実施していると。その３

市町程度でございます。あとは、全校のうち何校かずつということでございます。 

○議長（中川靖広君）  １４番、木澤議員。 

○１４番（木澤正男君） 私の方もこの資料につきまして担当課の方でいただいておりま 

すが、お隣の安堵町では、以前より行っていた事業、これは多分地域子ども教室推進事

業であると、この放課後子ども教室の前進である事業をそのまま放課後子どもプランに

移行したというふうに思うんですけれども、ほかの自治体では今年度から実施している

というのがほとんどでした。 
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 今、教育長おっしゃっていただきましたけれども、例えば開催にしても週に１回から

２回、そして規模につきましても、このプランについては全児童が対象ということにな

っていますけれども、実質やっていこうと思うと、募集としてはそんなに、いきなり全

部を対象にスタート出来ていないのかなというのが実感であります。１教室当たりの募

集人員も２０人から３０人。それぞれ、広陵町では５校中５校ですが、上牧町では３校

中１校、しかしその中で２教室実施されているということで、状況としてもまちまちで

はあります。 

 これまで、全児童を対象にということで教育委員会の方でも検討をいただいておった

というふうに、そのことについてはいいんですけども、募集したらものすごい数が来る

んではないかということで、対応をどうしようというふうに考えておられる状況があっ

たのかなと、私も担当課の方とお話をさせていただく中で、そういう状況があるなと心

配もしていたんですけれども、やはりまずはやってみる。そうすることによって、斑鳩

町の実態というのがだんだん明らかになってくるとは思いますので、特にアンケート調

査、これからやっていただきますけれども、その調査結果を十分に把握、ご検討いただ

いて、今後の取り組みについてぜひ前向きに進めていただきますようよろしくお願いい

たします。 

 次に、放課後児童クラブについてお尋ねいたします。 

 この放課後児童クラブとは、先ほども言いましたが、いわゆる学童保育です。以前に

も一般質問させていただきましたが、希望するすべての子どもを斑鳩町は受け入れてい

るという姿勢については、評価をさせていただいております。しかし、現在、町内の施

設では、定員を超えて一杯になっているという現状を心配する声もあります。こうした

状況は全国的にも確認されており、そのような現状の改善を求める保護者等の声にこた

え、先日厚生労働省の方から、放課後児童クラブガイドライン案が発表されました。 

 その主な内容は、放課後児童クラブにおける集団の規模は、概ね４０人までとするこ

とが望ましい。１放課後児童クラブの規模は、最大７０人までとすること。さらに、子

どもが生活するスペースについては、児童１人当たり概ね１．６５平方メートル以上の

面積を確保することが望ましいなど、詰め込み状態になっている施設の改善を求めるも

のであります。 

 町として、このガイドラインを受け、現在斑鳩町の現状と照らして今後どのように対

応をしていこうと考えておられるのか、お尋ねいたしたいと思います。 
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○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） ６月議会のご答弁と同じような形の答弁となりますが、 

お答えをさせていただきます。 

 平成１９年９月１日現在、斑鳩学童保育室は１２２人、斑鳩西学童保育室は４７人、

斑鳩東学童保育室は７８人、計２４７人が登録をされております。各学童保育室とも定

員を超えて受け入れているのが現状でございますが、通常、各学童保育室では、登録者

の６割から８割の利用となっております。 

 また、指導員の数につきましては、斑鳩学童保育室が７人、斑鳩西学童保育室が３人、

斑鳩東学童保育室は５人、計１５人の指導員が、子どもたちが楽しく豊かな放課後を過

ごすための生活づくりをサポートいたしております。 

 開設時間につきましては、条例上、平日、放課後から午後５時までとなっております

が、保護者の労働時間等を考慮して、最長午後６時３０分までとし、土曜日及び夏休み

等の学校休業日におきましては、保護者の要望等により、午前７時４５分から午後６時

３０分まで開設をしております。 

 また、入室資格につきましても、条例上においては小学校４年生までとなっておりま

すが、子どもにまつわる犯罪が急増し、子ども１人では留守番させられないという保護

者からの強いご要望等から、待機児童を出さない方針で、現在、事情がある場合には５

年生、６年生の児童も受け入れており、学童保育室の充実を図ってきたところでありま

す。 

 こういった状況の中で、質問者がおっしゃいますように、確かに手狭と言えば手狭で

ございます。今後、学童保育室の運営につきましては、放課後子どもプラン運営委員会

において、大規模学童保育室の解消等も含めまして今後アンケート調査等検討はされる

というものでございますので、教育委員会等関係機関との連携協力のもと、今後も学童

保育室のサービスが低下することのないように学童保育室の充実に努めてまいりたいと、 

このように考えておりますので、よろしくご理解賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（中川靖広君）  １４番、木澤議員。 

○１４番（木澤正男君） 斑鳩町は、近隣の自治体の中でも、学童保育につきましても先 

進的に取り組みをされておられますので、その点については評価をさせていただいてお

ります。答弁の中で、放課後子どもプランの進み方等の兼ね合いも考えて対応を図って

いきたいとおっしゃっていただきましたが、先ほども申し上げましたように、放課後子
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ども教室の方がスタートしてもいきなり全児童を対象になるような規模でスタート出来

るのかなというところについては不安も持っていることから、やはり２つの事業につい

ては、個々の充実を図っていくという考え方を基本に持っていただいて、学童で言いま

すと、特に斑鳩小学校ではかなりの人数になっていますので、新たに場所を確保してい

かなければいけないという大きな問題があるかと思いますが、その点につきましても、

今回のガイドライン案の中で、それにプラスして予算措置についても厚生労働省の方か

ら発表がされていると思います。建物については、１，４００万円でしたっけ、補助が

出るようなことも書いておりますので、そうした国の補助も十分に生かして、今後、町

内の子どもたちに十分なサービスが提供出来るよう、今後の放課後子どもプランの動向

と調整しながら検討をしていっていただきたいというふうにお願いをしておきたいと思

います。 

 それでは、２つ目の質問に移らせていただきます。次に、いかるがパークウェイにつ

いてお尋ねをしたいと思います。 

 この事業につきましては、既に何十年とかかっている事業ですが、いまだに反対住民

の声も強く、住民の皆さんから、現在の状況はどうなっているのか、また今後どうなっ

ていくのかと尋ねられることが多々あります。そうしたことから、今回、現在の状況と

今後の見通しについて確認をさせていただきたいと思います。 

 まず、今の段階で、事業全体の見通しについてはどのようになっているでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  藤本都市建設部長。 

○都市建設部長（藤本宗司君） いかるがパークウェイについての事業全体の見通しにつ 

いてということでございます。 

 いかるがパークウェイにつきましては、幸前から三室交差点までの４．７キロメート

ルの路線でありますけれども、国におきましては、事業効果ということから、区間を定

めて事業に取り組まれております。現在は、県道から西側の区間につきまして順次事業

が進められているところでございます。東側の幸前から県道大和高田斑鳩線の間につき

ましては、現在具体的な進捗はないという状況でございます。 

 事業を進められている区間についての状況を説明をさせていただきますと、まず平成

１６年の３月には、小吉田のモデル区間４００メートルが完成をいたしました。現在は、

用地買収の完了がほぼ見えてきました稲葉車瀬区間において、工事着手の準備として文

化財の発掘調査が実施されております。秋の渇水期以降には、橋梁の工事が実施される
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予定とされております。 

 このように事業が進展をいたしていることから、国では、事業効果を早期に発揮出来

るよう稲葉車瀬から三室交差点間の道路構造についても検討が進められることになって

おりまして、今後計画の策定に際しましては、地元の皆さんとも十分協議しながらまと

めていきたいと、このように考えております。 

 さらに、服部川左岸、モデル区間の東側ですけれども、そこから県道大和高田斑鳩線

区間、８２０メートルございますけれども、平成１９年の１月に地権者並びに関係者の

皆様方に対しまして事業の説明を実施いたしまして、２月５日に幅杭設置も完了をいた

しております。 

 このように、県道大和高田斑鳩線から三室交差点までの間につきましては、具体的に

事業が進展しているところでございます。また、国では、三室交差点から王寺本町まで

の現国道２５号につきましても、現在検討を行っていくということで聞いているところ

でございます。 

 以上でございます。 

○議長（中川靖広君）  １４番、木澤議員。 

○１４番（木澤正男君） それでは、次に、その下ですが、このパークウェイ道路につき 

ましては、もともとが国道２５号線から同じく国道２５号線につなぐバイパス道路であ

りますが、以前から、完成しても渋滞解消にならないのではないか、こうした疑問の声

を住民の皆さんからお聞きしています。 

 そこで、渋滞解消になる根拠について、出来ましたら交通量などの数字も含めて具体

的にお示しいただけますでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  藤本都市建設部長。 

○都市建設部長（藤本宗司君） いかるがパークウェイの交通量の関係でございますけれ 

ども、計画交通量は、現状のもので説明させてもらいますと、平成１１年の道路交通セ

ンサスの交通量の実測値をもとに、将来、平成４２年でございますけれども、予測交通

量を推計をいたしまして、いかるがパークウェイや他の一定の周辺幹線道路そのものが

完成された状態の道路網を想定して交通量を設定をされてございます。それぞれの道路

が完成した結果として想定をしておるものでございまして、その状況から見てみますと、

いかるがパークウェイの交通量は１万から１万４，０００台、これ１日でございますけ

れども、そして現国道２５号の交通量は日１万３，０００台ということで予測をされて
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おります。現在の交通量は、１万８，０００から２万８，０００台ということでござい

ますので、現２５号の交通量は減少をし渋滞も緩和されるというものと考えております。 

○議長（中川靖広君）  １４番、木澤議員。 

○１４番（木澤正男君） すみません、今、数字の方おっしゃっていただきましたけれど 

も、現在２５号線を通っている車が約２万８，０００台、完成した暁には１万３，００

０台とおっしゃいましたけど、これは間違いはないでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  藤本都市建設部長。 

○都市建設部長（藤本宗司君） 予測数値としてその数値が計算されております。 

○議長（中川靖広君）  １４番、木澤議員。 

○１４番（木澤正男君） ちょっと私の認識が間違っているのかもしれませんけれども、 

パークウェイの方に、２５号線の方から車がそちらの方に移るのは約２０％とお聞きし

ていましたけれども、その認識は間違いですかね。 

○議長（中川靖広君）  藤本都市建設部長。 

○都市建設部長（藤本宗司君） 先ほど説明させていただきましたように、このいかるが 

パークウェイのほかの一定の周辺の幹線道路そのものも整備された段階での交通量とい

うことでございますので、パンフレットにも２割という書き方はされておりますけども、

この予測数値というのは、平成４２年の予測数値をもとに算出された形ということでご

ざいますんで、実質、今、２万８，０００台から１万３，０００台ということになれば、

半減するというような状況になるということでございます。 

○議長（中川靖広君）  １４番、木澤議員。 

○１４番（木澤正男君） それについてはわかりました。 

 あと、これも住民の皆さんから声をお聞きするんですけれども、新しくパークウェイ

が完成した暁には、大きい新しい道路が出来るということで、ほかのルートから車を呼

び込むことになるのではないかと、そうした疑問の声をお聞きいたしますが、町として

はこの点についてどのような認識をお持ちでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  藤本都市建設部長。 

○都市建設部長（藤本宗司君） 先ほども申し上げましたように、将来予測交通量といい 

ますのが平成４２年ということで説明をさせていただきました。そうした結果が、いか

るがパークウェイが１万から１万４，０００台、現国道２５号が１万３，０００台とい

うことでございますんで、ほかから呼び込むとか、そういうことも含めた全体の予測数
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値ということでございますので、特に呼び込むとかいう状況にはなってないのかなと、

このように思います。 

○議長（中川靖広君）  １４番、木澤議員。 

○１４番（木澤正男君） 今、ご説明いただきましたけれども、このパークウェイ道路に 

ついては、やはりいまだに住民の方から反対の声が強くあるということで、なかなか住

民合意が得られていないという状況について、そのことがやはり一番問題であるという

ふうに思います。住民の方からいただいた渋滞解消にならないという意見も含め、いま

だに住民の合意が得られてない状況ですので、今後計画の見直しも含めて住民合意が得

られるよう努めていただきますよう強く要望しておきたいと思います。 

 それでは、３つ目の民間委託について質問をさせていただきます。 

 ①つ目に学校給食についてであります。 

 斑鳩町では、自校方式を守りながらも、現在、斑鳩南中学校で給食の調理・洗浄業務

について民間委託を行い、民間業者による運営が行われています。この学校給食の調

理・洗浄業務を民間委託することについては、以前にも一般質問させていただき、委託

に当たっての問題点などを指摘させていただきました。その後の運営状況について、ど

のようになっているのかと気になっていたところ、今回この９月議会にも新たな委託を

行 

いたいということで提案がされてきましたので、あえて質問をさせていただきました。 

 これまで、他の議員や、また保護者などからも色々指摘がされていた点について、そ

の後問題が生じていないのかどうか。また、現在町として、調理・洗浄業務の民間委託

についてその後どのように評価をされているのか。さらに、今後の取り組みについてど

のように考えているのか、お聞きをしたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 今、議員のおっしゃっていただいておりますように、導入に向 

けての当初にご質問いただいた内容がございます。５点ほどあったと思うんですが、そ

れに沿って、今どうなっているのかということについて説明を申し上げていきたいとい

うふうに思っています。 

 １９年の４月から学校給食の調理・洗浄業務の民間委託を南中学校で導入をさせてい

ただいております。そして、４月から７月までの３カ月の経過につきまして報告をいた

したいと思います。 
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 全体的に、契約書、仕様書及び調理業務等作業基準等に従って調理・洗浄業務は遂行

され、安全な給食を提供をいたしております。 

 具体的に申し上げますと、調理業務につきましては、学校栄養職員が受託会社調理員

に、事前に献立、あるいは調理方法、作業工程の説明をいたしまして、受託会社調理員

が献立表及び指示書に従い調理に当たっているところでございます。食材につきまして

は、従来どおり学校栄養職員が発注しております。また、契約書類にアレルギー対応食

に対応することを明記しておりまして、指示書には「アレルギー対応食指示書」をあわ

せて記載する書式となっています。学校栄養職員からの指示書によりまして、これまで

どおり食物アレルギー反応のある児童には特定の食材を除去する、調理工程の一部を変

更するなどの配慮をこれまでどおり受託会社により実施をしているところでございます。 

 また、洗浄業務につきましては、使用した食器等を洗いまして、「斑鳩町のごみの分

け方・出し方」に従い分別し、作業後直ちに清掃を行うこととし、衛生管理に当たりま

しては、厚生労働省作成の「大量調理施設衛生管理マニュアル」及び文部科学省作成の

「学校給食衛生管理の基準」に従いまして、確実に衛生管理を行うことを義務づけてお

ります。 

 さらに、斑鳩町では、「調理業務等作業基準」を学校栄養職員と教育委員会が協議い

たしまして平成１８年１１月に作成をいたしております。この基準に、調理・洗浄等の

一連の業務に関する基準を詳細に盛り込みまして、受託会社に対しましてその遵守を義

務づけておるところでございます。これまでと同様、あるいはそれ以上の衛生管理水準

を受託業者に義務づけているところでございます。 

 具体的には、学校栄養職員が日々給食室で立入検査を実施いたしております。調理方

法や食材の管理、食器の洗浄、あるいは消毒、施設の清掃等について、改善点がある場

合は業務責任者に対しましてそれを伝え、改善を求め、確認を行っております。また、

職員配置等全般的な業務に関します指導や研修参加要請等は、教育委員会事務局が受託

会社担当者に、口頭あるいは文書によって通知を行っております。 

 このことによりまして、民間委託後も、調理業務等作業基準の遵守と学校栄養職員等

によります指導により従来どおりの業務を遂行しており、営利のみの追求にはなってい

ないというふうに考えております。 

 そしてまた、地産地消の推進ということで、学校給食調理・洗浄業務の導入との関連

についてご心配いただいておりましたけれども、食材発注につきましては、従来どおり
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学校栄養職員が発注しておりまして、これまでと同様小中学校とも発注先を決める前に、

大体２０日ほど前でございますが、翌月に必要な品目を提示いたしまして、農業振興会

は納品可能と回答があったものについて発注をしているところでございます。学校給食

としても、斑鳩町農業振興会に出来るだけ発注いたしまして、地産地消を引き続き努め

ているところでございます。 

 保護者や、また教員、学校栄養職員の声の反映についてでございますが、ＰＴＡの代

表者が出席いたします斑鳩町学校給食運営委員会におきまして、委託の動きを随時説明、

報告をいたしております。また、９月１８日には、給食運営委員会の委員等ＰＴＡの役

員による試食会を実施いたしまして、受託会社職員も出席し、意見を聴取し、改善点等

あれば改善を図ってまいりたいというふうに考えております。 

 また、学校栄養職員とは、調理業務等作業基準の作成及び契約書類の検討を重ねまし

て、平成１９年度の入札契約を実施しておりまして、さらに今年の８月には、学校栄養

職員と共に１９年度の契約書類の点検を行いまして、２０年度に向けての準備を進めて

いるところでございます。また、契約内容の遂行及び受託業者への指導に当たり、学校

栄養職員と密接に連携をとって実施をしているところでございます。 

 委託後、調理従事者と児童生徒の心のふれあいを守っていけるのかということでご心

配いただいておりましたけれども、仕様書に「学校給食が、教育の一環として実施して

いることを理解し、児童生徒とのあいさつ、声かけなど心のふれあいを大切にするよう

努めること。配膳室等に児童生徒が食器、食缶を取りに来る時及び返却に来る時には、

配膳室等で声かけを行いながら受け渡しを行うように努めること」と具体的に明記して

おります。斑鳩南中学校では、仕様書に従いまして、これまでどおり生徒との心のふれ

あいを大切にして給食の運営を進めているところでございます。 

 このように、１学期間の経過を見る中で、従来どおりの給食運営が実施出来ておりま

すことと、平成１９年度におきましても臨時職員に応募者が少なく、二次募集を行い採

用いたしましたけれども、給食開始直後に臨時職員の退職が続きまして補充職員が見つ

からない等、学校給食に係る人員確保が難しい状況が続いておりますことから、平成２

０年度には斑鳩西小学校、斑鳩東小学校、斑鳩中学校で学校給食調理・洗浄業務の民間

委託の導入を行い、より安定した人員を確保し、安全で楽しい給食を提供してまいりた

いと考えておるところでございます。このために、９月議会におきまして、入札及び契

約のための債務負担行為の補正予算をお願いしているところでございます。 
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 なお、斑鳩小学校につきましては、２０年度も引き続きまして町職員によります従来

どおりの学校給食の調理・洗浄業務を行う予定でございます。 

 以上でございます。 

○議長（中川靖広君）  １４番、木澤議員。 

○１４番（木澤正男君） 今、聞かせていただく中で、以前に指摘をした事項については、 

サービスの水準を下げることなく対応いただいているのかなというふうに少し安心をい

たしましたが、まだ実際に４月から始めまして１年たっていないという状況ですが、他

の自治体で実施をされている状況なんかをお聞きしますと、やはり何年かたってくると、

業者の方にもなれが出てきて、そうしたところからトラブルにつながっているという状

況もお聞きをしており、やはりこの民間委託については心配される点というのがまだま

だ残っております。今回の新たな委託につきましても、もう少し斑鳩南中学校での取り

組みについて、経過を見させていただきたかったというのが正直なところです。 

 今回、新たに小中３校の調理・洗浄業務の委託を行うに至った経緯として、臨時職員

さんを募集したが集まらなかった、また退職者が出たということですので、状況につい

ては理解をしますけれども、そのことについても心配な点があるというふうに考えてい

ます。学校給食というのは、やはり子どもたちが毎日食べるものでありますし、先ほど

申し上げましたように、今後の運営についても心配される点があることから、その辺を

十分に留意していただいて、今後の経過につきましても、ぜひ議会に対して報告いただ

きますよう強く要望しておきたいと思います。 

 そうしましたら、次に、町行政全般に対する今後の民間委託の考え方についてという

ことでお尋ねをしたいと思いますが、現在、国の方から、行政改革の中で民間委託を推

進する一定の考え方が示されていますが、斑鳩町は今後どのような考え方でそれらに対

応しようとしているのか、お尋ねいたします。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 斑鳩町としての民間委託の考え方についてのご質問でござい 

ます。 

 まず、全国的な動向といたしましては、質問者もおっしゃいましたように、総務省の

方から地方自治体向けに出されました「地方公共団体における行政改革のさらなる推進

のための指針」におきまして、「公共サービスとして行う必要のないもの、その実施を

民間が担うことが出来るものについては、廃止、民営化、民間譲渡、民間委託等の措置
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を講ずること」とございます。 

 これにつきましては、国、地方ともに真に行政として対応しなければならない政策・

課題等に重点的に対応した簡素で効率的な行政を実現することが求められているという

考え方によるものでございます。 

 次に、そうしたことから、当町におきましてでありますけども、第３次斑鳩町行政改

革大綱の中で、「外部委託等の推進」といたしまして、行政の責任の領域を明確にしな

がら、効率性及び経済性等も考慮しながら、民間企業、住民団体等に外部委託を推進す

ると掲げております。 

 ただ、外部委託の前提といたしましては、住民サービスの向上と行政責任の確保とい

う条件を踏まえ、サービスの受け手であります住民の皆様に喜んでいただけるように、

業務ごとに町の管理が行き届く体制を十分検討した上で、民間委託の導入については検

討をしてまいりたいと考えております。 

○議長（中川靖広君）  １４番、木澤議員。 

○１４番（木澤正男君） ただいま部長の方から町の考え方として、行政の責任の明確化、 

さらに行政責任の確保ということでおっしゃっていただきましたので、一定国が言うよ

うに、民間に出来ることは民間にと、言うたら何でもかんでも民間委託していくような

そういう考え方ではないということであったと思いますので、その点は安心をいたしま

したけれども、先ほど学校給食のところでも心配な点があると申し上げた募集について、

人が集まらなくなっているということでなし崩し的に委託へ進んでしまうというような

状況が今後起こってくるのではないかという点について非常に心配をしていますけれど

も、その点についてはどのようにお考えになっているでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 先ほどご答弁をさせていただきましたように、なし崩し的に 

というのではなくて、やはりその業務、業務について、先ほどの業者の責任、またその

領域を十分検討して行ってまいりますんで、その都度議会にご相談申し上げながら慎重

にやっていきたいと考えております。 

○議長（中川靖広君）  １４番、木澤議員。 

○１４番（木澤正男君） そういうことでしたら、ぜひ、その都度議会にも報告をいただ 

けるというふうにおっしゃっていただきましたので、そのようにしていただきますよう

お願いをしたいと思いますけれども、今現状としては、だんだんと職員の数が少なくな
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っていくという中では、これまで以上にやはり人材確保、そして人材育成という視点が

非常に重要になってくるというふうに思います。この点につきましては、今年の３月議

会で、臨時職員の賃金が一律カットされたことについて色々と申し上げましたけれども、

今回の募集しても人が集まらなかったという現状も目の当たりにして、今後の人材確保、

人材育成について、住民サービスの水準を守るという点からとても大切であることから、

現在でも人材育成ということについては、職員の研修を行うなど力を入れていただいて

いますけれども、人材確保については、逆に人が少なくなっている、離れていっている

という実態があるのではないかというふうに思っています。それにつきましては、やは

り賃金カットのことも少しお聞きしていますけれども、今後、非常に大切になってくる

人材確保、人材育成という点について、お答えいただける範囲で結構ですんで、町長の

見解をお尋ねしておきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  小城町長。 

○町長（小城利重君） 私は、絶えず人材育成、人材確保というものを考えながら十分や 

っておるわけでございます。必ずしも私は、賃金が上がったから人材が確保出来るかと

いうことよりも、私はやっぱりその職種、仕事が好きでなかったらなかなかそう簡単に

はいかないと思います。私は、今、限られた職員共々が力を合わせながら、私は非常に

よく活動、行動をやっていただいてるなと思ってます。この間の８月の２９、３０、３

１日の大雨の関係等、あるいはこの間の９月の４日でしたか、そういう関係等について

も、速やかに警報が出たら職員が役場へやってくる。そして、まず現地を見に回るとい

う状況等、やはりそういう点についても非常に頑張っている。 

 あるいはまた、担当課等によっては、いかるがパークウェイとか、あるいは三代川の

河川改修、あるいは天理斑鳩の関係等についても、やはり県と、あるいは国との関係等

については、絶えず接触をしながら、出来るだけ住民のご理解を得ながら用地買収をし

ておるというのが現状でございまして、私は絶えずそういう点では、国の関係において

も、奈良国でも、あるいは郡山土木でも、特に職員がそんだけの対応が出来るかといい

ますと、そう簡単には出来得ない。しかし、やっぱり町の事業、町がその現状、国の関

係等、あるいは県の関係等協力をしていくということから、非常に努力をいただいてお

るということで、職員共々健康にご留意いただいて非常に頑張っておる現状でございま

す。 

 私は、そういう点からも、やっぱり今後そういう職員等についてこれからも伸ばして
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いきたいし、また今後平成２０年度につきましても、職員採用をこの９月１６日に第１

次試験をさせていただくということについても、６０人近く応募があるということが、

近隣と比べますと非常にやっぱり斑鳩に希望する方が多いということが、それだけの魅

力があるのかなということでございます。 

 いずれにいたしましても、やっぱり職員が一番大事でございますので、私はやっぱり

職員共々力を合わせながら、また副町長、あるいはまた教育長と力を合わせながら職員

を管理育成をしていくことが我々の務めだと考えてます。今後ともひとつ皆様方のお力

添えをいただきながら、職員にまた色々とアドバイスをいただいて勉強させていただく

機会を与えていただきたいと思っております。 

○議長（中川靖広君）  １４番、木澤議員。 

○１４番（木澤正男君） ただいま町長おっしゃっていただきましたように、本当にね、 

今回の洪水のことに関しましても、職員の皆さん遅くまで色々対処に当たっていただき

まして、また引き続きの議会の中で本当にお疲れの中ご苦労をいただいているというふ

うに思います。 

 さらに、町長につきましても、人材の確保、育成に力を入れていくという姿勢を見せ

ていただいたというふうに思うんですが、１つだけやっぱり、正規の職員さんに関して

はそのような視点で今いけているのかなというふうに思いますが、やはり臨時職員さん

の中で、同じ仕事をしていながら何でボーナスがないんやということについては、やは

り声をお聞きいたしますので、その点について今後十分に配慮した対応をしていただき

たいというふうに、この点だけではないですけども、要望をしておきたいというふうに

思います。 

 次に、それでは４番目、教育問題についてということでお尋ねをいたします。 

 まず、質問に当たりまして、今議会の本会議初日に教育長が再任されましたが、これ

まで何年も続けてこられたベテランであり、豊富な経験を生かした手腕にさらに期待を

いたしたいということを申し上げて質問に移らせていただきます。 

 先日、９月１日の新聞報道で、中央教育審議会が学習指導要領の改訂を行う方針であ

るという記事が掲載されました。具体的には、小学校における主要教科の授業時間を１

割増やし、高学年では英語・外国語の授業を週１回実施。また、その一方で、総合的な

学習の時間は、週３回から週２回に減らすとのことでした。これによって、小学生が６

年間に受ける授業は、現在より２８０回、２１０時間増えることになります。文部科学
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省は、年内に中央教育審議会での合意内容をもとに、学習指導要領を改訂する方針との

ことであります。 

 中央教育審議会の合意案によると、小学生の思考力と意欲を高めるため、既存の「生

きる力」を育てる教育方針に、また「活用する力を育成する方針」を学習指導要領に追

加する方向です。そのために、小学校低学年では、国語、算数、体育の時間をふやし、

中学年では観察力を育てる理科の授業をふやすほか、高学年では社会の授業時間数を増

やすとしています。 

 このように、これまで授業時間を減らすという方針で進んできた日本の学校教育方針

が、今後授業時間をふやす方向へと転換されるということです。現在でも、先生が、子

どもたち一人ひとりに対してなかなか行き届いた対応が出来ないという状況があるにも

かかわらず、国の方針の変動によってまた教育の現場である学校に混乱が生じるのでは

ないかと考えますが、町としてはどういった考え方で今後学校教育を進めようとしてい

るのか、お聞かせいただきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 今、国の方で教育基本法の改正から、あわせまして色んな関連 

の法律の改正の準備に入っておられるところでございます。しかし、本町では、これま

での学校教育におきまして、人間尊重の精神を培うことをもとにいたしまして、家庭や

地域社会の連携を図りながら、知・徳・体の調和のとれた子どもの育成に努めてきたと

ころでございます。 

 この原点に基づきまして、社会状況や子どもたちの生活実態の変化、あるいは価値観

の多様化などに伴います様々な課題に柔軟に対応をし、創意工夫を続ける教育活動を進

めることが大切というふうに考えているところでございます。 

 とりわけ、いじめにつきましては、人権を侵し、時に命さえ奪うものでございまして、

絶対に許されないことでございます。そういう強い覚悟で臨まなくてはならない問題で

あるというふうに考えております。その防止や解決のためには、子どもたちの小さな変

化を見逃さずに迅速に対応することはもちろんのこと、日ごろから学校生活のあらゆる

場面で、思いやりの心、あるいは命や人権を尊重する心、美しいものや自然に感動する

心などの豊かな人間性を育むことが大切であるというふうに思っております。また、園、

学校だけでなく社会全体で子どもたちを育てていくことが大切なことと考えておりまし

て、今後もこれらを本町の教育の基本といたしまして取り組んでいきたいというふうに
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考えております。 

 また、斑鳩町独自の取り組みといたしまして、小中連携教育の取り組みを継続し、小

学校から中学校への移行期におきます学習環境、人間関係等のつまずきを防ぎまして、

不登校の減少につなげてまいりたいというふうに考えております。また、小中連携教育

の中で、小中学校９年間を一貫して、斑鳩の地域に学び郷土を愛する心を育むと共に、

「生きる力」を育ててまいりたいというふうに考えております。 

 国においては、平成１８年１２月１５日に教育基本法が改正されまして、現在新しい

教育基本法の理念を実現するために、関係法令の改正作業が進められております。学校

現場では、熱い志を持って子どもたちが安心して楽しく学び育つことのできる学校づく

りなどを目指しまして取り組んでいるところでございます。そして、人格の完成、ある

いは個人の尊厳など、これまでの教育基本法の普遍的な理念は継承しながら、公共の精

神や伝統と文化の尊重など、時代の変化と共に必要となっている事柄を明確に定められ

ると考えているところでございます。 

 また、教育基本法を受けて、文部科学省は学習指導要領の改訂の基本的な考え方と教

育課程の枠組みを中央教育審議会に諮問されまして、先日中教審の部会の素案が示され

ました。先ほど議員も申されたとおりでございます。 

 その内容は、新聞報道によりますと、全授業時間数を５．２％ふやしまして、小学校

低学年では、学力や体力づくりの基礎となる国語、算数、体育をふやす。そして、中学

年では、これらに加えて観察、実験を行うための理科をふやしていく。そして、高学年

では、算数、理科を重視いたしまして、社会についても中高学年で若干ふやしていくと

いうことでございます。そして、高学年の総合学習で週１時間減らして英語活動を取り

入れるというものでございます。 

 なお、斑鳩町では、小中連携教育におきまして英語学習を、月１時間程度でございま

すが、４年生から６年生まで実施いたしております。英語を音から学習することで、子

どもたちが英語を楽しいと感じることが出来、中学校での英語学習を円滑に進めること

が出来るといった効果を上げているところでございます。 

 そして、学習指導要領改訂の情報が飛び交いまして、現場の教職員の混乱が生じない

よう、情報提供や研修を行いながら、実施されるまでの間斑鳩町の教育方針を基本とい

たしまして教育活動に取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

 次に、少人数指導についてでございますが、学校、学年の実態にかんがみ、小学校で
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は算数、国語を、そして中学校では英語、数学で少人数指導を取り入れております。こ

の実践につきましては、保護者より、学級懇談会等でよい評価を得ているというところ

でございます。 

 そして、その少人数授業によります加配でございますが、斑鳩小学校に３人、西小学

校１人、東小学校１人、斑鳩中学校２人、南中学校１人、こういった先生方が加配をさ

れているところでございます。 

 町といたしましては、３０人学級、あるいは３５人学級といった少人数学級を町単位

でということは考えておりませんで、少人数授業の実施を進めていきたいというふうに

思っています。 

 終わりに、斑鳩町では、小学校、中学校を通しまして道徳教育の研究実践を行ってお

りまして、その内容は、和の精神を大切に人としての生き方を考えさせると共に、郷土

斑鳩を尊び、郷土斑鳩への誇りや愛情を育む道徳教育を充実させているところでござい

ます。子どもたちが大きく世界へ羽ばたいていった時に、育った郷土斑鳩を自慢出来る

子どもを育てていきたいというふうに思っています。この一環として、１１月２４日に

いかるがホールで「道徳教育フォーラム」を開催し、子どもたちの実践発表も予定いた

しております。子どもたちの生き生きとした発表を見ていただければ、斑鳩町の教育の

成果をよくおわかりいただけるのではないかというふうに思っておりますので、当日ご

参加いただければありがたいというふうに思っています。 

 以上でございます。 

○議長（中川靖広君）  １４番、木澤議員。 

○１４番（木澤正男君） 今、教育長おっしゃっていただいた中で少し気になる文言もあ 

ったんですけれども、町として考え方をしっかり持っていただいて学校教育を進めてい

っていただいているというふうに受け止めました。 

 ただ、その中で、少人数指導についての取り組みについてふれられておりましたけれ

ども、これまでに一般質問等で取り上げさせていただき、また強くその実施の要望をさ

せていただいている少人数学級については、どのようにお考えでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 今、斑鳩町の１学級の状況でございますが、それぞれの学校ご 

とには今持っておりませんけれども、小中学校で合せまして７２学級ございます。その

うち、３６人から４０人学級が１６．７％でございます。そうした状況でございますの
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で、現在のところ、３０人学級、あるいは３５人学級という学級編制については考えて

いないということでございます。 

○議長（中川靖広君）  １４番、木澤議員。 

○１４番（木澤正男君） 今後、学習指導要領が改訂されていくとなりますと、授業時間 

がふえ、子ども一人ひとりに対して先生がかかわる時間がどんどん減っていくことにな

るのではないかと。そういった意味では、本当に先生もしんどくなるし、また子どもた

ちも、授業の方は充実をするのかなというふうに、ちょっとその辺はわからないんです

けれども、ただ日常生活、学校生活の方につきましてどのような影響が出てくるのかな

と。その辺についても非常に心配されます。 

 そういったところから、現場の先生からも声が出ていますけれども、なかなか授業だ

けでは子どもの生活全体を見通した指導がしにくいという声も上がっており、また国の

方といたしましても、予算化こそされなかったけれども、少人数学級を推進するという

考え方が述べられておりますことから、今後やはりそうした国の方の方針が変わってい

く、転換される、その時期に、ぜひ少人数学級の実効性についてより研究をしていただ

いて、実施出来るようでありましたらぜひ実施をしていっていただきたいというふうに

要望いたしまして、私の一般質問は終わらせていただきます。 

○議長（中川靖広君）  以上で、１４番、木澤議員の一般質問は終わりました。 

 午後１時まで休憩いたします。 

         （午前１１時２９分 休憩） 

 

           （午後 １時００分 再開） 

○議長（中川靖広君）  再開いたします。 

 続いて、１０番、浦野議員の一般質問をお受けいたします。１０番、浦野議員。 

○１０番（浦野圭司君） 議長のお許しを得ましたので、私の一般質問させていただきま 

す。 

 あらかじめ提出しております通告書に基づきまして、まず１つ目は、国道２５号線の

安全対策についてお伺いしたいということで、最近、国道沿いの家屋に走行中の車両が

衝突する事故が多発しています。数日前にも、国道２５号線猫坂付近の電柱に、トラッ

クがノンブレーキで激突しました。そのまま民家の玄関先を壊すという事故がありまし

た。 
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 たまたま私がそこを通りかかりましたので、事故を起こしたトラックの運転手に事情

を聞きました。運転手は、居眠りをしていたということで、大きな音で目がさめたら、

電柱が根っこから折れていて、家に突っ込んでいたということでした。時刻は午後２時

過ぎのことです。車は、フロントガラスが外れ、左前方部分は大破していました。幸い

運転手や通行人、また家屋には被害は少なかったのですが、人身事故につながらずよか

ったと思いましたが、車から油がこぼれ出ていました。私は、一瞬火災が起こらないか

と思いましたので、運転手にタオルか何か持ってるかということで、すぐに油をふき取

るように指示しました。 

 警察官は、３人ほど来ておりまして、事故の現場検証、あるいは大渋滞になってまし

たので、渋滞を緩和するべく交通整理に追われておりました。渋滞はこれからしばらく

続きました。２５号線あの状態ですので、片方の車線がつぶれますと、相当両車線とも

渋滞が続きました。 

 こういった事故が２５号線沿いにたびたび発生しています。つきましては、安全対策

について、何か良策はないものでしょうか。 

 それでは、質問に入らせていただきます。 

 近年、過去５年間で結構ですので、２５号線の事故件数について、またそれは人身事

故やったのか物損事故だったのか、また事故の原因についてはどうだったのかをお聞き

します。 

○議長（中川靖広君）  藤本都市建設部長。 

○都市建設部長（藤本宗司君） ２５号線の安全対策にかかわってのご質問でございます。 

 ご質問の国道２５号におけます事故件数についてまずご報告をさせていただきます。

この数字につきましては、警察署別、路線別発生状況ということで、西和警察署が管轄

しております一般国道２５号における事故件数、負傷者数の過去５年間の数字となって

ございます。 

 まず、平成１４年は、１２１件、死者数２人、負傷者が１４２人であります。そして、

平成１５年は１０８件、死者数１人、負傷者１１６人、平成１６年は１１９件で、死者

はございません。負傷者１３３人であります。平成１７年は、１０１件、死者１名、負

傷者１１３人となっております。平成１８年は、９５件で、死者はございませんで、負

傷者１０９人でございます。ただいま申し上げました数については、あくまで西和警察

署管内によりますもので、王寺町域も含んだ数となってございます。 
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 次に、物損事故件数でございますけれども、各署別、路線物の区分がございませんで、

奈良県全体の件数となっておりますのでご了承願いたいと、このように思います。平成

１４年は４万２，９３０件、平成１５年は４万２，３１２件、平成１６年は４万２，６

８８件、平成１７年は４万１，３３１件、平成１８年は３万９，６１７件でございます。 

 そして、その事故原因についてでございますが、警察署別・事故類型別発生状況によ

りますと、車両相互による事故につきましては、出会い頭、追突事故の割合が多く、車

両単独事故においても、前方不注意や安全不確認が原因と思料されるものが大半という

現状でございます。 

○議長（中川靖広君）  １０番、浦野議員。 

○１０番（浦野圭司君） かなりな数字で驚きましたんですけども、これは２５号線全路 

線の件数並びに物損事故については奈良県全般ということで、例えば斑鳩町だけの統計

はとれてないということでございますので、この事故、今もお聞きしたように、かなり

な件数で、毎年年を追うごとに減ることなく推移していると思われるんですけども、や

はり道路の形態とか、やはりモータリゼーションが余りにも発達したために、交通量が

余りにも多いためにこのようになっているとは思うんですけども、事故防止のための対

策について具体的にないものか、お伺いいたします。 

○議長（中川靖広君）  藤本都市建設部長。 

○都市建設部長（藤本宗司君） 事故防止のための対策についてのご質問でございます。 

 運転者の運転技術、運転モラルの向上は言うまでもございませんが、その当該事故の

あったところについては、過去にも同様の事故も発生をしているということもございま

す。そうしたことで、西和警察署と現場等確認しながら啓発看板等設置をし、運転者に

対して注意喚起を行っているところです。 

 なお、先般の事故の関係で、その事故に遭われた方と直接面談もいたしました。そう

した中では、早期にパークウェイの整備をしてほしいと、そして交通量の軽減を図って

ほしいという要望もいただきました。そして、何らかの解決策、対応がないかというこ

ともお聞かせ願いまして、まず根本的にやるとすれば歩道設置をしていくというような

ことになるわけですけれども、とても家屋連たんしているという状況の中で現状では難

しいということも、本人さんも言っておられたわけですけれども、そうしたことで、そ

の住宅前にポスト等注意喚起をするようなものをつけるというようなことで、本人さん

も確認もされているところでございまして、早速奈良国道維持事務所にも要望いたして
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おりまして、近々本人さんと設置場所等確認をしていく予定をいたしているところでご

ざいます。 

○議長（中川靖広君）  １０番、浦野議員。 

○１０番（浦野圭司君） ２５号線といえば、かなり前に、私が生まれる前に施工された 

古い道路でありますので、道路幅員も非常に狭い。例えば、車道と隣接家屋との間に歩

道や、また縁石を設置して、車両が直接家屋に突っ込んでこないような対策は、机上論

としては考えられますけども、今、部長お答えのように、やはり家が並んでおります現

状を見ますと、簡単には対策を実現化出来ない状態であることは、十分私も承知してい

るところです。 

 しかし、事故現場に出くわしますと、周辺住民の安全安心確保のために何らかの対策

はとれないものかと考えるところです。やはり、国道２５号線の交通量の多いことが最

大の原因と思われます。これを緩和するために、一日も早くいかるがパークウェイ等の

道路整備を進めていくことが最善の対策になろうかと思います。 

 ２５号線の安全対策も同時に進めていってもらいたいところです。昨年は、追手のバ

ス停付近に念願の歩道が設置されました。付近住民は、随分と安全が確保出来安心出来

たところです。このように、危険度の可能性の大のところから随時改良を進めていく姿

勢が大切と思います。 

 午前中、同僚議員からも質問があり答弁されましたが、いかるがパークウェイ道路が

設置されることで国道２５号線の渋滞が緩和される。数字的に１日当たり、今、国道２

５号線２万８，０００台の通行量がパークウェイをつけることで半減すると、１万４，

０００台でしたか、約半減する計画であるとの答弁がありました。この道路が実現しま

すと、随分と交通事故も減少するなと再確認したところであります。 

 ここで、突然で申しわけございませんが、改めていかるがパークウェイ整備の促進に

ついての町長の心構えをお伺いしておきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  小城町長。 

○町長（小城利重君） ただいま浦野議員から、国道２５号線の事故の問題から、特にい 

かるがパークウェイの問題でございます。特にこの２５号線は、当時、昭和４７年に、

この２５号線現道では歩行者等が通行出来にくい、交通安全対策として２５号の郡山斑

鳩王寺線をバイパスということで、当時家村奈良国道所長が申されて、県もそれに賛同

をしながら来たわけですけども、住民の中で反対と、あるいはまた促進という両論が出
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てまいりまして、色々と長い年月をかかってやってきた。そして、昭和６１年の４月か

ら、ようやく道路検討委員会というものを、賛成も反対も、都市計画審議会の委員も交

えて１年間やらしていただいた経緯もございます。 

 そういう中で、私はこの関係等については、住民合意を得るという、先ほどの質問者

もおられますけども、とりあえずやはり私は、そういう形から色んな議論を申し上げて、

当時共産党の野呂民平さんでも、そういう町長の意向は非常に評価をするということま

でおっしゃっていただいて議論をしてきたわけでございます。 

 私はやっぱり、座長の高田先生が最終的に報告書を上げていただいてますように、困

難性があってもやはりやっていかなきゃいけないということから色々と、当時建設省、

今は国土交通省ですけども、そういう形で努力をしてまいりました。そして、住民の

方々の中で、特にこのモデル区間というのが、小吉田の区間、特に小吉田の住民の方々

は、あの狭い道で、本当に家の軒先まで当たるんだというとこから、特に国土交通省、

奈良国道事務所の了解を得て、当時は色々と小泉内閣は聖域なき構造改革ということで、

そういうことを見直すという中ででも、このいかるがパークウェイは非常にそういう有

効性があると。 

 この関係については、議員さんとも近畿地建へも足を運んで、当時近畿地建の橋本鋼

太郎局長は、とにかくやはりそういう問題をいつまでも議論するよりも、やっぱりこう

いう道については、新龍田道とか、あるいは龍田という一つのあれがありますから、そ

ういうネーミングを当時の知事も交えて話をする中で、パークウェイという道を選んで

こられた。そしてまた、奈良県知事もようやく重点項目に挙げていただいて、ようやく

今日４００メートルが平成１６年３月にモデル区間が出来たと。そういう中で、色々と

植栽等の関係の維持もいただいておりますし、色々とこの歩道の関係等についても、非

常に大きな歩道であるということで評価をされてます。 

 その関係から考えますと、今現在、稲葉車瀬区間の関係、岩瀬橋まで、私は土地協力

の皆さん方のご理解が得られて、発掘調査を今されてます。下部工の橋梁についても、

近々発注をされるということも伺っておりますし、特に下部工の関係については、大塚

さん、小西さんがご協力をいただいたということで、今、仮設の通学路も出来ておりま

すように、いずれにいたしましても、私はやっぱりこの三室交差点の関係から、あるい

は大和高田斑鳩線まで出来るだけ早くしていきたいということで、奈良国道事務所も非

常に積極的に動いていただいてます。 
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 私は、一番問題は、反対をしておられる方々の地域のそういう土地を持っておられる

方々が、町長、これは早くするんか、するんだったら私らこうして移転しなくてもいい

けども、そのかわり出来るだけ早く我々のこのかかる部分については、とにかく早くし

てほしいんだと、そして出来るだけ早く移転出来るような体制づくりをしてほしいとい

うご要望、そして印鑑をついていただいて、とにかく今協力体制をいただいております。 

 そういう関係から、出来るだけ早くやはりこの稲葉車瀬区間、岩瀬橋等、あるいは三

室交差点、そしてまた大和高田斑鳩線まで、出来るだけ早く努力をして、部分的ですけ

ども開通出来るような、また法隆寺線とあわせて開通出来るような環境づくりにしてま

いらなかったら、いつまでもこうして国道２５号線の関係等については、やはり出来る

部分からは歩道も確保いたしております。特に、先ほど浦野議員からも申されたように、

追手のところも非常に事故が多いとこです。最近事故が少なくなっておりますけれども、

あこは大概１年のうちに２、３件、あるいは３、４件の事故が必ず起こっておったとい

う状況からも考えますと、歩道が出来て、交番所のとこの前も、本当にバスをおりても

うまく行けるということで、非常に住民の方々からも好評をいただいております。我々

としても、あわせて２５号線の歩道の関係、そして協力いただけるとこからでも歩道も

設置をしていきますけれども、出来るだけやはりおっしゃっているいかるがパークウェ

イについても努力をして、国土交通省、あるいはまた奈良国道事務所に力を得ながら、

そしてまた住民の方々のご理解を得ながら進めていきたいという気持ちを持っておりま

すので、今後とも皆さん方のご支援、ご協力をぜひともお願いしたいと思います。あり

がとうございました。 

○議長（中川靖広君）  １０番、浦野議員。 

○１０番（浦野圭司君） 町長のパークウェイ促進についての力強いお気持ちを聞かせて 

いただきまして少しは安心したんですけども、この事故に遭われた家屋の方にしまして

は、これ１回じゃなしに去年も遭われているんです。去年は玄関先の西側をやられ、今

年は東側をやられたと。次は玄関に突っ込んで来るんじゃないかというようなことで、

夜もおちおち寝てられないと。道路際の部屋もあるんですけど、道路際の部屋は寝室に

は使ってないと、いつトラックが飛び込んでくるかもわからないというようなことも聞

かせていただいております。 

 追手の方は、おかげさんで歩道がつきましたので、追手の地権者であられます方も一

安心ということで、追手の方は家が道路に接近しておりませんでしたけども、ブロック
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塀が過去ありまして、ブロック塀に何遍も当たられてると、もう真ん中がくの字に曲が

っておりました状態でしたんで、私も安心出来るから歩道に提供しようかというふうな

ことで協力していただいて無事歩道がついたということなんですけど、やはり地権者の

協力がないと歩道が出来ない。また、道路縁石をつけて、また電柱も退けてというよう

なことは出来ないと思うんですけども。 

 この間、飛行機事故がありましたですね。たしか外国の飛行機でしたけど、燃料が漏

れておって飛行場で大爆発と。乗客は寸前に降りて全員無事やったということがありま

したですけど、トラック、乗用車といえどもガソリン、軽油を積んでおりますので、こ

の事故に遭われた方がおっしゃってたんですが、浦野さんの油をふけという指示は的確

やったということでおっしゃっておりました。８月の下旬でしたんで、かなり気温も高

くて、その油は見ますとオイルでしたですけども、ガソリンじゃなくてよかったんです

けど、引火する可能性があるなと私ふと思いましたんで指示を出したんですけど、運転

手もぴんぴんしておりましたのですぐ対応してくれたんですけど、軒下に油が漏れると、

またトラックが突っ込んで火災が起こると、それで家が燃えてしまうということが起こ

るかもわかりませんので、非常に家に突っ込むような事故は、ほとんど運転手居眠り、

完全に熟睡している状態が多いと思います。ブレーキの跡も全然なかったので、完全に

居眠りしてましたということで当人は言うてましたですけども、だから火の玉が家に突

っ込んでくる可能性が大にあるということで、皆さんが例えば国道際に住まわれたとし

たら、やっぱり切実な要望かと思います。私の家にその家屋の方が来られまして訴えて

おられましたんで、人ごととは思わずに、行政の方もこれから、もちろんパークウェイ

進めていただきますけど、国道２５号線におきましては、やはり道路形態としては非常

にまずい、幅員も狭いしゆがんでいるし家と接近しているということで、今の時代にそ

ぐわない道路形態でございますので、肝に銘じて危険箇所の度合いの多いところから改

良を重ねていっていただきたいなと。また、我々議員使っていただきましたら、地権者

も存じておる方に対しましては協力してくれということで歩かしていただきたいなと思

っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、２つ目の質問です。安全な通学路についてということで、その①つに、法

隆寺国際高校付近の歩道が貫通していない部分の安全確保についてということでござい

ます。 

 富雄川左岸沿いの町道、富雄川沿いの堤防沿いの町道ですけども、その歩道の一部分
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に、いわゆる法隆寺国際高校に通じていく歩道なんですけども、一部分、２０数メータ

ーかと思うんですけども、歩道が設置されてない、いわゆる途切れている部分がありま

す。当町からこの高校に通学されている高校生から、どうしてこの部分だけ歩道がない

のか、歩道がないため車道に乗り出して通学しているが、通学時間帯は車両の通行量も

多く、身の危険を感じながら通学している。また、ガードレール沿いに草がはびこると、

より車道に膨らんで通行しなければならない。事故が起こるまでに何とか歩道を貫通出

来ないかと申し出がありました。これへの取り組みについて、また過去の経過について

お伺いいたします。 

○議長（中川靖広君）  藤本都市建設部長。 

○都市建設部長（藤本宗司君） ご指摘の町道につきましては、平成８年度までに道路改 

良によりまして歩道の設置を行ってまいりました。しかし、ご指摘をいただいている箇

所につきましては、地形上民有地の買収が必要となりますが、隣接民有地に住宅がござ

いまして、当該住宅地への進入口ともなっております。歩道を設置することで進入口の

確保が出来ないというような状況から、用地協力を得るのが非常に難しい状況となって

ございます。そうしたことで、歩道が切れているという状況になってございます。ご理

解を願いたいと思います。 

 なお、路肩の草刈りにつきましては、県及び町で年間３回実施しておりまして、通行

の安全確保に努めているところでございます。 

○議長（中川靖広君）  １０番、浦野議員。 

○１０番（浦野圭司君） この部分につきましては、道路沿いに民家が１戸建っておりま 

す。道路と民家の敷地の高低差がかなりありまして、道路から民家の敷地に通じるスロ

ープがつくられています。民家の裏側に倉庫が建ってまして、その倉庫への入り口かと

思われます。民家の玄関先の入り口はまた別の方にありますので、倉庫への入り口のス

ロープがつくられています。歩道を設置するには、このスロープを撤去しなければなら

ない、いわゆる物理的に不可能となる現状であると、私も現地へ何回も行き理解してお

ります。 

 しかし、過去にこの付近の交差点で人身死亡事故も発生したと聞いております。事故

が発生した後、急遽その交差点に信号機が設置されたという経緯も聞いております。自

転車通学をしている学生は、いつも危険にさらされており、特に雨や風の強い日もあり

ます。風雨の強い日は、非常に身の危険を感じる時がたびたびあると聞いております。
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この通学されているのは女性であられますので、余計それを感じておられると思われま

す。 

 歩道設置に向け地権者とも交渉を今まで重ねてこられて、やはりそのスロープを撤去

とかいうことで交渉がうまくいかなかったということかなと理解は出来るんですけども、

今後交渉をまた進めていただいて、何とか安全安心な、同僚議員も昨日、あるいは今日

にかぎって、「安全・安心なまちづくり」ということでたびたび質問の中で言葉が出て

きましたですけども、やはり通学路の安全確保というのは非常に重要なことかと思われ

ますので、また折にふれこの地権者と折衝を重ねていただきたいなと。何でしたら私も

飛んで行って、地権者の方もわかっておりますので、お願い出来ないかなと思っておる

次第なんです。行政の方も色々とお忙しいとは思いますけども、この歩道が設置出来ま

すことを念願いたしまして、次の質問に入ります。 

 通学路の安全の第②番目ですけども、斑鳩小学校の通学路で、シルバー人材センター

出入口付近の安全確保についてということでございます。 

 シルバー人材センターの出入口付近の安全についてですけども、登校時と当センター

からの車両の出入りが重なるため、また付近の交差点の信号との関係で、非常に危険と

隣り合わせで児童が登校しているのが現状かと思います。父兄の方から、せめて登校時

十数分間でも安全確保のため、名指しで失礼なんですけど、シルバー人材センターの方

のいわゆる業務に出発する車をしばらくの間止めれないものかと、遠慮していただけな

いものかという懇願がありましたんですけども、これに対しての対策についてお伺いい

たします。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） シルバー人材センター前の出入口があるわけですが、その前を 

通学路といたしておりますことから、児童の安全を確保するために出入り時間の調整を

出来ないかというお尋ねでございます。 

 私たちといたしましても、毎年夏休みに実施しております通学路等の安全点検の中で

も言われておりまして、本年もその実態を点検をさせていただいているところでござい

ます。このことについてシルバー人材センターの方に協力依頼をさせていただきまして、

シルバー人材センターとしても事故防止のためにも、朝業務に出る場合、これを７時３

０分には出るように会員に指導をいただくというふうに聞いております。そしてまた、

資材搬入等で出入りされる場合におきましても登校時に重ならないように、そうした協
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力をさせていただくと、こういうご返事をいただいておりますので、もう少し見守って

いきたいというふうに考えております。 

○議長（中川靖広君）  １０番、浦野議員。 

○１０番（浦野圭司君） 先ほども申し上げましたが、シルバー人材センター様には大変 

名指しをしまして失礼かと思うのですけども、この場所は以前から安全通学の確保のた

めに重点的に取り組んでこられた場所でもあります。子どもたちも集団登校で、個人登

校じゃなく集団で安全対策に心がけておられるとは思いますけども、車と隣合わせで接

触事故があっても不思議でない状態を見る中、またＰＴＡの役員様から切実な要望もあ

りましたので、今回あえて申し上げました。幸いシルバー人材センター様も、先ほどの

答弁でありましたように、この点ご理解をいただいたということで、登校時間帯を出来

るだけ避けて車を出入りしていただけると聞きましたので、本当に感謝申し上げるとこ

ろでございます。 

 また、この際ですので、ボランティアで登下校時に安全見守りを続けていただいてお

ります斑鳩町のボランティアの各団体様にも、感謝申し上げるところではございます。

やはり子どもを交通事故から避けるということは、最大限の努力をすべきということで、

この問題は終わっておきます。 

 最後の３つ目の問題でございます。観光振興についてということで、国や県は観光事

業に対して数値目標を立てて取り組もうとしているが、当町の取り組みはどのようなも

のかを問うということでございます。 

 国は、国内観光を活性化する目的で、昨年１２月に成立した観光立国推進基本法に基

づき、５年計画で訪日外国人観光客を２０１０年までに１，０００万人にする。このほ

か、国内旅行については、１つに、１人当たり年間宿泊日数を２００６年度の２７７日

から４泊までふやす。２つに、旅行消費額を３０兆円にするなど数値目標を掲げていま

す。また、８月２７日には、広域観光圏と地域観光圏の形成をしていく方針を固めまし

た。これは、外国人観光客をターゲットに、複数の都道府県にわたる歴史や街道といっ

たテーマ性のある観光ルートを１週間程度で周遊する広域観光圏の形成、それと地方都

市に３日間程度滞在する、主に団塊の世代向けの地域観光圏の形成を意味しています。

また、一方奈良県では、荒井新知事体制のもとに、遷都１３００年記念事業を目途に、

観光立県を目指して観光ルートの整備、宿泊施設の増強等取り組もうとされています。

歴史的な世界遺産を有する当町は、観光立町を目指して具体的に数値目標を掲げて取り
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組んでおられるのかどうかをお伺いいたします。 

○議長（中川靖広君）  藤本都市建設部長。 

○都市建設部長（藤本宗司君） 斑鳩町の観光振興についてのご質問でございます。 

 議員がお述べいただいたように、国では観光立国推進基本計画を打ち立て、外国人観

光客を平成２２年までに１，０００万人とすることを目標に、ビジット・ジャパン・キ

ャンペーンを実施されております。また、奈良県では、平城遷都１３００年祭を目途に、

宿泊観光客の増加を掲げ各種取り組みを行っています。 

 しかし、斑鳩町では、観光協会と共に観光客誘致活動を行っておりますが、まだまだ

法隆寺を中心とした拠点通過型観光が主流でございます。斑鳩町に少しでも長く滞在し

ていただく回遊型観光に誘導していかなければならないと考えているところで、現在の

ところ数値目標を掲げての観光振興には至っていない状況でございます。しかし、より

多くの方に斑鳩の里を訪れていただき、どのようにもてなしどのように産業として結び

つけ経済効果を上げるかということで、観光関係者、商業関係者の皆さん方により、斑

鳩町観光・商工まちづくり協議会を結成されまして、まさにこの問題について協議され

ているところでございます。現在は多方面で活躍されている講師をお招きいたしまして、

８月から１２月まで月１回のセミナーを開催し勉強されているところでございます。昨

日も、第２回セミナーを開催されまして、議員にも参加していただきましたけれども、

商工会、観光協会、そして町職員が出席をいたしまして、勉強、研修をさせていただい

たところでございます。 

 今後、この協議会により、観光から斑鳩町の地域活性化について考えられ、施策を打

ち出されていくものと考えているところであります。町も協議会に参加をいたしまして、

商工会及び観光協会などと共に協議をしているところでございます。 

○議長（中川靖広君）  １０番、浦野議員。 

○１０番（浦野圭司君） ご答弁では、斑鳩町観光・商工まちづくり協議会を結成され、 

毎月第１木曜日に当役場にて大学の教授等の講師をお招きして、専門家の意見を聞きな

がら、何か新しい発想はないものか、斑鳩町の観光活性化の方策はないものかと協議中

であるとのことでご答弁をいただいております。 

 私も、実は昨日のこの講習会に出席させていただき勉強させていただいたところでご

ざいます。観光の活性化には、行政のリーダーシップが問われるところですが、もちろ

ん商業関係者や商工会等の協力も、車の両輪として作用していかなくては実現化しない
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ものと考えております。そのため、こういった協議会で方向づけをしようと進められて

いるものと理解いたすところでございます。 

 しかし、先ほども申し上げましたように、国も県も観光活性化に向けて具体的に方策

を提示し、また目標年度や目標数値を立てて取り組もうとしているのも事実です。国や

県からのアプローチを待つ受け身ではなく、自発的に能動的に斑鳩から、観光ルートに

斑鳩としての位置づけをしてくれとか、また色んな発想が出来ないものかと、斑鳩町か

ら発信が出来ないのかと思うところでもございます。そういった動きをしていく中で一

定の方策も見つかってくるものと考えるわけでございますので、今後こういった協議会

の審議を期待するところでもございますので、よろしくお願いいたしまして私の質問を

終わらせていただきます。ご清聴ありがとうございました。 

○議長（中川靖広君）  以上で、１０番、浦野議員の一般質問は終わりました。 

 続いて、５番、伴議員の一般質問をお受けいたします。５番、伴議員。 

○５番（伴 吉晴君） これから一般質問をさせていただきます。よろしくお願いいたし 

ます。 

 まず、男女共同参画社会推進施策について質問させていただきます。 

 男性と女性がお互いに人権を尊重しながらそれぞれの能力を十分に発揮出来る社会の

実現をするために、平成１１年６月に男女共同参画社会基本法が制定され、１２年に施

行されました。しかし、価値観が目まぐるしく変化する昨今、ジェンダーやフェミニズ

ムなどの語彙を象徴的にとらえた男女共同参画社会に対する批判が数多く展開されてい

ます。早くから男女共同参画実現の必要性を重視し、数々の施策を実行されている町長

におかれては、これらの批判に傾倒したあげく図らずも男女共同参画基本法の基本理念

を踏みにじることはないであろうと信じるものであります。 

 そこで、ここ数年にわたり町長の施政方針の中でも重要な位置を占めている第２次斑 

鳩町男女共同参画社会推進施策の当初からの具体的進捗状況を教えていただけますか。 

○議長（中川靖広君）  小城町長。 

○町長（小城利重君） 斑鳩町における男女共同参画の取り組みについてでありますが、 

かねてから生涯学習事業などで女性問題の視点を取り上げたり、保育所や高齢福祉サー

ビスを充実するなど、女性の社会参加を支援する施策の推進に努めてまいりました。国

内外で女性問題への関心が高まる中、平成６年４月に総務部企画公室に女性施策担当を

配置、同年８月には男女共同参画社会についての町民意識調査を実施し、本格的に男女
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共同参画社会の実現を目指した取り組みを開始いたしました。 

 平成８年６月には、学識経験者や住民で組織する斑鳩町男女共同参画社会推進懇話会

からの提言に基づき、県内町村では初めてとなる男女共同参画社会推進行動計画「女と

男が輝く未来計画」を策定いたしました。 

 その後、計画に基づき、男女共同参画社会づくりセミナーの開催、保育園での一時保

育や延長保育の実施、学童保育時間の延長等の子育て支援の充実などに取り組むと共に、

平成１０年４月には、施策の進捗状況を管理し計画を全庁的に進めるため、斑鳩町男女

共同参画社会推進本部を設置いたしました。 

 平成１２年１０月には、男女共同参画社会の形成に向けて広く意見を求めるため、学

識経験者や住民で組織する斑鳩町男女共同参画社会推進委員会を設置、平成１４年３月、

計画の改定と「女と男が輝く未来計画実施計画」の策定を行いました。 

 平成１５年５月には、女性に対する暴力をはじめとした人権侵害や女性が抱える様々

な問題に対し、女性の立場に立って聞き、相談者みずからが問題解決の糸口を見つける

ことが出来るよう「女性のための相談窓口」を設置いたしました。 

 平成１６年３月には、これらの取り組みをより一層推進するため、男女共同参画基本

法の基本理念を踏まえた上で、斑鳩町における男女共同参画の実現に向け、町、事業者、

町民の責務を明確にした上で、家庭、地域、学校、職場等のあらゆる分野での取り組み

を一体的に推進していく根拠法令として、また町として積極的に施策展開していく旨の

意思表明を行うことを目的に斑鳩町男女共同参画推進条例を、県内３番目、県内町村と

しては初めての制定をいたしました。 

 平成１７年度には、平成８年に策定いたしました男女共同参画推進行動計画「女と男

が輝く未来計画」の目標年次が終了することから、平成１８年３月、第２次男女共同参

画推進計画「女と男が輝く未来計画」を策定いたしました。現在、この第２次計画に基

づき、男女共同参画社会の実現に向けた取り組みを進めているところであります。 

 平成１８年度における具体的な取り組み内容の主なものといたしましては、意識啓発

といたしまして、町広報紙への啓発記事の連載、６月の男女共同参画週間や１１月の女

性に対する暴力をなくす運動期間におけるパネル展示、図書展示などを実施いたしまし

た。 

 また、男女の社会参画を促進するため、各種講座等における託児の実施を行いました。 

 さらに、事業所における男女共同参画の啓発を図るため、平成１７年２月に実施した
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「事業所における男女共同参画推進状況調査」にご回答くださいました町内事業所に対

し、調査結果の報告書を送付し、男女共同参画の啓発を図りました。 

 また、平成１８年７月に斑鳩町審議会等の設置及び運営に関する要綱を策定いたしま

したが、その中におきまして、女性委員の積極的な登用を図るため、委員等の選任にお

いて、女性委員の割合を「女と男が輝く未来計画」に掲げた目標を達成出来るよう努め

ることを定めました。 

 その他にも、男女共同参画社会づくりセミナーの開催、女性のエンパワーメント補助

金の交付による女性のエンパーメントや、次世代育成支援行動計画に基づく子育て支援

など、男女共同参画社会の実現に向けて様々な角度からの積極的な取り組みを行ってい

るところであります。 

 このような取り組みの結果、平成１４年４月には、平成１３年度の男女共同参画社会

づくりセミナー受講者が中心となって、男女共同参画社会を目指して活動するグループ

「いかるがＫＡＩＧＩ」を設立されました。現在、会員１８名で、男女共同参画に関す

る学習会や、小学生と留学生の交流事業、男女共同参画をテーマとした講演など、様々

な活動を自発的、積極的に行っておられます。 

 町といたしましても、今後とも、第２次斑鳩町男女共同参画推進計画のテーマであり

ます「女と男がともに輝いて暮らせる男女共同参画のまちづくり」を目指し、着実に取

り組みを進めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（中川靖広君）  ５番、伴議員。 

○５番（伴 吉晴君） よくわかりました。今後ともその方針で、町長、よろしくお願い 

いたします。 

 次に、子どもたちの安全対策について質問いたします。 

 奈良県教育委員会の不審者情報によると、子どもに不安を与える事案、平成１６年１

１月２６日から平成１８年１２月末までの発生として、町内では５件が掲載されていま

す。確かに、不審者や犯罪を根絶することは非常に難しいと思いますが、子どもの安全

を守るということは、町民の誰もが願うことです。このような状況での教育委員会が中

心となった町の取り組みをお聞かせ願えますでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 子どもたちの安全対策についてのお尋ねでございます。教育委 
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員会の取り組みについて申し上げていきたいと思います。 

 教育委員会の方では、町職員が輪番制で毎日下校時間に合せまして青色防犯パトロー

ルを実施いたしております。さらに、町立小中学校の教職員も青色防犯パトロールを行

っておりまして、より安全で安心して通学出来るよう体制づくりに努めているところで

ございます。 

 また、児童生徒を守りますために、学校安全ボランティアを募集いたしまして、登下

校時の児童の見守りを行っていただいているところでもございます。 

 さらに、子どもの安全確保を図りますために、保護者らに近隣市町村の不審者情報を

携帯電話メールで迅速に伝える「子ども安全安心メール」を行い、子どもの被害防止に

努めているところでもございます。 

 また、子どもたち自身が、「自分の身は自分で守る」という意識を身につけ、また保

護者も危機意識を持っていただくことが必要であるということから、平成１８年度には、

「子どもの安全について」、教職員研修及び家庭教育学級でＮＰＯ法人のＣＡＰによる

研修会を実施いたしました。これらの研修を通しまして、さらに子どもたちにわかりや

すい形で、かけがえのない自分の命を守る安全指導を行っていきたいというふうに考え

ております。 

 また、各小学校では、登校は集団で行っておりまして、下校は各学年ごとの集団下校

というふうになっております。そして、下校時におきましては、先ほども申し上げまし

たように、青色防犯パトロール、あるいは教職員が校区内の巡視等を行っておりますし、

またＰＴＡ、保護者、あるいは自治会、小地域福祉会、老人会等の地域の多くの住民の

皆さん方の協力を得ながら、引き続き子どもたちの安全確保に努めているところでござ

います。そうしたご協力いただいております多くの皆さん方に大変感謝を申し上げるわ

けでございます。また、青少年問題協議会や町の防犯協議会等が、青少年の非行防止を

図りますために巡回補導活動も実施していただいております。 

 今後も、地域の皆さんの協力を得ながら、安全安心への取り組みを継続すると共に、

地域の方々への見守り活動への協力を呼びかけ、少しでも多くの目で子どもたちを見守

っていただくようにお願いし、広く啓発をしてまいりたいというふうに考えております。 

○議長（中川靖広君）  ５番、伴議員。 

○５番（伴 吉晴君） 今、お聞きした回答は、斑鳩町教育委員会としてよくやられてお 

られると思うのですが、子どもを犯罪の被害から守る条例の域を出ていないようにも感
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じられます。住民の皆さんにお聞かせ願いたいことは、実際に必要性を認めて実施され

て効果が上がっていることであります。今後なお一層の努力をお願いして、次の質問に

移らせていただきます。 

 次の質問は、町内指定避難施設の耐震についてです。 

 昨今の天変地異は、全くをもって私たちの予想をはるかに超えています。７月１６日

に発生した新潟県中越沖地震では、今でも多くの被災者の方々が避難所生活を余儀なく

されています。我が斑鳩町も、地震の被害に遭遇しないという保証は全くないし、台風

などの風水害に至っては、河川が氾濫する事態は十二分に考えられます。災害が発生し

た場合の避難所施設はどのように開設されるのか、お聞かせ願えますか。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 地震等の災害が発生した場合の避難所施設の開設についての 

ご質問でございます。 

 避難所施設の開設基準につきましては、本町の地域防災計画におきまして定めている

ところでございます。 

 内容といたしましては、地震等における家屋の損壊、滅失によって避難を必要とする

住民を臨時に収容する場合や、住民を災害から保護し二次災害を防止するため、住民に

対し避難のための勧告や指示等を行う場合、避難所施設を開設することといたしており

ます。 

 具体的に申し上げますと、地震災害の場合では、震度５強以下の場合は、避難状況に

応じて開設していくことになります。震度６以上の地震が発生し多数の避難者が予測さ

れる場合は、速やかに避難所を開設することといたしております。 

 また、風水害発生時におきましては、その状況に応じまして、浸水や崖崩れなどによ

る被害のない安全な場所の避難所を開設し、あわせて住民に周知をすることといたして

おります。 

○議長（中川靖広君）  ５番、伴議員。 

○５番（伴 吉晴君） それでは、町の避難施設において、昭和５６年６月に施行された 

新耐震基準法以前に建設されたものは何カ所あるのでしょうか。また、あるのであれば、

その施設の改修予定は考えておられるのか、お伺いしたいです。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 町内避難所施設について、昭和５６年の新耐震基準以前に建 
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てられた避難所施設についてのご質問でございます。 

 本町の避難所施設につきましては、地域防災計画におきまして、町内の学校、幼稚園、

公民館等の公共施設を指定をいたしております。合わせて１９箇所を指定しております。 

 避難所施設の耐震性につきましては、これまで町が行ってまいりました耐震補強工事

を行いました施設を除く昭和５６年の新耐震基準以前に建築しています避難所施設は、

７カ所となっております。 

 なお、これの耐震化についてのご質問でございます。該当する施設は、あゆみの家を

除きまして、幼稚園、小中学校において、現在担当課におきまして順次耐震補強工事等

をされているところでございます。これまで、斑鳩小学校南館・北館の耐震補強工事を

行ってまいりました。今後におきましても、担当課におきまして、耐震診断、耐震補強

工事を実施してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いをいたします。 

○議長（中川靖広君）  ５番、伴議員。 

○５番（伴 吉晴君） わかりました。今後とも、耐震補強工事のほどよろしくお願いい 

たします。 

 それでは、次の質問に移らせていただきます。生活環境についてです。 

 現在、斑鳩町の西地区においてマンション開発が行われています。マンション建設を

目的とした住宅開発は、数多くの世帯を集約的に受け入れることから、人口や税収の増

加に伴うまちの活性化という大きなメリットがある反面、山の保水性を低下させること

に起因する災害の発生や、緑化資源の減少による大気汚染の原因ともなり、現在の町民

にとっては大きなリスクを負担させられることにもなりかねません。緑が多い住みやす

い環境を守るという観点から、町における今後の開発施策をお聞かせ願いたい。 

○議長（中川靖広君）  藤本都市建設部長。 

○都市建設部長（藤本宗司君） ただいまの生活環境に対するご質問でございますけれど 

も、斑鳩町では町域全体が大和都市計画区域に含まれておりまして、市街化区域と市街

化調整区域に区分をされております。市街化区域は、既に市街地を形成している地域や

今後計画的に市街化を図る地域と位置づけをされています。一方、市街化調整区域は、

市街化を抑制すべき区域でありまして、原則として開発行為や建築行為を行うことは認

められておらないということでございます。町域北側の緑豊かな山地丘陵部や優良な集

団農地につきましては、市街化調整区域に指定されておりまして、乱開発を防止し、自

然環境の保全を行っているところでございます。 
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 また、当町では、市街化区域、市街化調整区域にかかわらず、町域の約４４％が風致

地区に指定されておりまして、風致地区内で開発行為や建築行為を行う場合は、奈良県

風致地区条例に基づきまして緑化が義務づけられております。緑地の維持並びに保全が

図られ、風致景観に配慮されるよう誘導しているところでございます。 

○議長（中川靖広君）  ５番、伴議員。 

○５番（伴 吉晴君） 現状における市街化区域、市街化調整区域及び風致地区にかかわ 

る町の全体的な取り組みについては、町民にも納得の材料になると思います。しかし、

現状において風致地区に指定されてない市街化区域などでは、建設業者の開発に対して

特定の地域住民が集中的にリスクを抱えることになりかねないのではないでしょうか。

これらを回避するために、町として地域の実情に応じた一層きめ細かい取り決めや施策

を行っていくことが出来ないのであろうか、伺いたいです。 

○議長（中川靖広君）  藤本都市建設部長。 

○都市建設部長（藤本宗司君） 地域の特性に応じたまちづくりの施策ということでござ 

いますが、都市計画法には、地区計画や、建築基準法には建築協定といった制度が設け

られております。これらの制度は、地区内の住民の皆さん方での話し合いに基づきまし

て、例えでございますが、外構についてはブロック塀を禁止し生け垣を設置するなどの

取り決めを行っていただくことによりまして、緑の多い街並みの形成を図ることが出来

るなど、より地域の皆さん方が望まれる環境づくりが可能となっております。 

 なお、こうした制度を地域として確立をし活用するためには、地域の利害関係者のす

べての方々の同意が必要となるなど、非常に超えなければならない難しい問題がござい

ます。そうした問題等をクリアすることによって、各地域ごとの施策ということになっ

てまいります。 

 質問者も心配されております開発事業に対する特定の地域への集中的なリスクに対し

ましては、それ以外で見てみますと、町では開発指導要綱によって指導をいたしており

ます。地域住民の皆さんと開発事業者が合意形成を図れるよう、現在も指導を行ってい

るところでございます。 

○議長（中川靖広君）  ５番、伴議員。 

○５番（伴 吉晴君） なるほど、地域住民の方々が主体となってみずからの住環境を守 

るための建築協定を作成することが出来ることは理解いたしました。意識ある町民が活

路を見出せることは、まことに喜ばしい限りであります。 
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 しかし、建築協定の「すべての地域住民が同意する必要があること」は、なかなか困

難ではないでしょうか。個人の財産権を侵害されることをはじめ少数意見の封殺など、

地域住民の分断を招く結果となりかねません。それは、和の精神を尊ぶ斑鳩町民の意思

に反することであります。平成９年５月９日に制定された町民憲章を思い出していただ

きたい。「知恵と力を出し合い、住みよいまちを築きます」と掲げられております。町

民が望むまちとして、行政は万難を排して真摯に向き合い、丁寧な相談対応に徹するこ

とを切に希望いたします。 

 以上で私の質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

○議長（中川靖広君）  以上で、５番、伴議員の一般質問は終わりました。 

 午後２時１５分まで休憩いたします。 

         （午後２時００分 休憩） 

 

           （午後２時１５分 再開） 

○議長（中川靖広君）  再開いたします。 

 次に、８番、西谷議員の一般質問をお受けいたします。８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） それでは、通告に従い一般質問をいたします。 

 まず、１つ目の公共下水道事業についてですが、この質問に入る前に、前回の６月議

会で私が公共下水道事業に関する一般質問をしたところ、先月の８月２４日に、小城町

長が町指定業者に認定した排水設備工事店のうち２７社から、西谷議員が公の場で公共

下水道事業に関する排水設備工事店の苦情などを発言されると、町民の方に誤解を招き、

我々工務店の死活問題になるので慎んでほしいとの内容の意見書が斑鳩町議会に提出さ

れました。 

 我々議員が本会議場で行う一般質問や各委員会での発言は、選挙で選ばれた議員が町

民皆さんの代弁者として町行政のあり方をチェックするために行うものであり、議員と

して重要な責務であります。特に総事業費が４００億円以上もかかる公共下水道事業の

競争入札は、落札率を仮に１０％下げる努力をすれば、４０億円の事業費の削減になり

ます。 

 今や、新聞、マスコミ等で相次ぐ談合事件が取りざたされ、一般的に落札率が９５％

を超えると談合の疑いがあると盛んに伝えています。 

 町民皆さんの町行政に対する意識が高まり、私に、なぜ多額な公費を費やす公共事業
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の入札問題を他の議員は議会で質問しないのかと、町民皆さんの不満の声をよく聞きま

す。 

 そこで、町民の方々からいただいた平成１９年８月２４日の読売新聞に掲載された、

生駒市の市長みずからが立ち上がり、市民のために公共事業の入札制度を改革された記

事を紹介いたします。議員の方には参考資料として配付いたしておりますので、ご覧く

ださい。 

 紹介させていただきます。 

 「談合など不正入札を防ぐため、入札制度改革に取り組む生駒市で、６月から適用範

囲を拡大した『事業審査型条件付き一般競争入札』により平均落札率が土木工事で昨年

度より１割以上低くなったことがわかった。造園工事でも効果が表れており、今後は第

三者の監視機関の設置や、インターネットを利用した電子入札の導入など、さらに制度

の改善を進める。」と書かれております。 

 この生駒市であっても、この記事によりますと、同市では以前大半の入札で落札率が

９５％を上回っており、２００３年から０５年度の土木、建築のＡランク工事では、指

名競争入札計４０件の落札率は９６．３％から９７．３％の間に集中、平均落札率は９

６．８％だったということで、ちょうど斑鳩と同じような数字であります。 

 ところが、制度導入から７月末までの土木工事の入札は、平均落札率が７０．９１％

で、昨年度全体５０件の平均落札率８６．１８％から低下。同じく昨年度９１．３４％

だった造園工事でも、８４．７８％になった。市の方では、予想を上回る効果が出たの 

で、今後も工事の質を確保しつつ改革を進めていきたいと手応えを感じておられます。 

 そこで、これらを紹介した中で、これらの前段を踏まえ、１つ目の①の質問をいたし

ます。 

 斑鳩町が指定する排水設備工事店の認定基準と具体的な認定条件を示してください。 

○議長（中川靖広君）  谷口上下水道部長。 

○上下水道部長（谷口裕司君） それでは、指定工事店の指定の基準でございます。 

 まず、排水設備の施工につきましては、専門的な技術を必要とし、排水設備に係る基

準を熟知し、それを遵守する責任が必要でありますことから、斑鳩町排水設備指定工事

店等に関する規則によりまして要件を定めております。 

 まず、その要件といたしましては、住民の発注に基づき適正に工事を行い、町の監督

及び住民からの連絡が円滑に行えるようにするため、奈良県内に営業に適する営業所ま
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たは店舗を有していること。また、法令を遵守し、排水設備工事を適正に設計、施工す

るためには、排水設備工事責任技術者試験に合格した技術者が欠かせないことから、こ

の責任技術者の専属を義務づけております。 

 その他、工事の施工に必要な設備及び器材を有していること。そして、成年被後見人

もしくは被保佐人または破産者で復権を得ない者でないこと。法人にあっても、その代

表者が破産者で復権を得ない者でないこと等の要件を備えていること。偽り等の不正手

段により指定を受けた場合や、条例または施行規則に違反する行為があった場合、その

他指定工事店として不正または不都合な行為があって指定工事店を取り消された者にあ

っては、指定を取り消された日から起算いたしまして２年を経過していること。また、

規則に違反し責任技術者の登録を取り消された者にあっては、当該責任技術者の登録を

取り消された日から起算して２年を経過していること。最後に、その業務に関し不正ま

たは不都合な行為をするおそれがないことを指定の要件としております。 

 なお、この制度は、発注に伴いますトラブルを未然に防止し、住民の方々を保護する

ためのものであるということでご理解いただきますようお願いいたします。 

 以上です。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） それでは、町が指定した業者で町民の方々が排水設備工事を行い、 

仮に排水設備工事等に不備が生じた場合、これは認定した町が責任を持って業者との交

渉に当たるのかどうか、答えてください。 

○議長（中川靖広君）  谷口上下水道部長。 

○上下水道部長（谷口裕司君） それにつきましては、もちろんこれ指定している以上、 

町が監督管理しているということでご理解いただきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 監督管理、要はね、具体的に、例えば不備が生じて、管が詰まっ 

たとかした場合に、町が指定した業者に、町が住民の方と民間のその業者の間に入って

責任を持ってそれをちゃんと復元して対処されるのかどうか、責任を持って対処までさ

れるのかどうか、当然補償も含めてですよ、そのことを聞いてるんです。 

○議長（中川靖広君）  谷口上下水道部長。 

○上下水道部長（谷口裕司君） それらにつきましては、業者に責任を持って指導させて 

いただきます。 



３－63 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） そしたら、町の指定業者については、町が責任持って最後までそ 

のトラブルを解消するということでよろしいですね、補償も含めて。 

○議長（中川靖広君）  谷口上下水道部長。 

○上下水道部長（谷口裕司君） 補償も含めてということじゃなしに、業者とその住民さ 

んとの間のトラブルについては、こちらの方から業者に対して指導をさせていただきま

す。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 指導をするんですが、そうした結果としてその指導に業者が従わ 

なかったらどうなるんですか。 

○議長（中川靖広君）  谷口上下水道部長。 

○上下水道部長（谷口裕司君） それは、先ほど説明させていただきました、例えば責任 

技術者の指定工事店の指定の要件の中に、例えば工事店として不都合な行為、業務に関

して不正または不都合な行為をするおそれがないことということがありますので、それ

に反することと理解しまして、例えば最悪その指定工事店の指定を取り消すということ

まで及んでこさせます。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 今、部長がそういう形で言われているんですが、以前に私が聞い 

た時には、それは業者と住民の中での問題だみたいな形で私は聞いた記憶があるんです。

その辺が相当変わってきたんだなとは思うんですが。 

 ただ、それにしても、住民が、私自身が町内を回る中で、素朴に住民が言われるのは、

町の公共下水道事業は、国庫補助金と町起債と一般財源を事業費として町道にふせる公

共下水道事業本管工事及び町民の敷地内に設置する公共枡までは町が施工し管理すると。

また、町が公費で施工した公共枡に住民の生活排水を一本化して流すための排水設備工 

事は、約２０万から１００万の自己負担で町民の方々が行うことになっていると。 

 結局、多くの住民の方々が、なぜ自分の家がお金を出して排水設備工事をするのに、

町が工務店を勝手に指定することに納得出来ないという声があるわけです。先ほどの質

問のように、結局住民からしたら、排水設備工事をより丁寧により安くやってもらいた

い、そして自由に選択出来ないのかということであります。 

 私は、素朴に、そのためには、排水設備工事の町の認定基準をしっかり打ち出せば、



３－64 

それは小城町長が認定した排水設備業者に依頼するのもよし、また認定外の業者に依頼

することも、町民の意思に任せるべきではないかなというふうに思うんです。その件に

ついて、再度町の見解を問うておきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  芳村副町長。 

○副町長（芳村 是君） この町の下水道宅内工事、これは町が指定した業者に施工さす 

ということになっておるわけです。やはり、先ほども部長申しましたように、町が指定

した業者、これには、指定する以上、その技術力といいますか、すべての面について完

全に行える業者ということで指定しているわけです。 

 しかし、こういう業者であっても、宅内の状態で何らかのトラブルが生じるというこ

とは、これは否定出来ないと思います。そういう中において、当然業者の瑕疵が生じた

場合については、当然業者がそれを代償しなければならない。もちろん町が指導する中

でそういう格好ですると、こういうことになるわけです。 

 ただ、今、西谷議員がおっしゃるように、ともかく宅内工事を出来る、どのような業

者でも宅内で排水工事したらええやんかというご指摘でございますけども、それはそう

いう業者にさすことによって、それぞれの家庭が納得してもらえるかと。後日トラブル

が生じた時には、必ず町に対しての指導を仰いでくるであろうと、このように思います。 

 そういうことで、町としては指名業者を決めて宅内工事をさすというのが流れでござ

いますので、そこら十分ご理解願いたいと、このように思います。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 今、副町長が言われたんですが、ちなみに小城町長が町民に対し 

て、町指定の排水設備工事店しか工事が出来ない、そういう縛りをつける、こういう行

為というのは、独占禁止法の「正当な理由がないのに、競争関係にある業者、事業者と

共同して、ある事業者との取り引きを拒絶または制限することをいう」、この辺に引っ

かかるのではないかなと思うんですが、この辺はどうですか。 

○議長（中川靖広君）  芳村副町長。 

○副町長（芳村 是君） そこまで私も勉強はしてないわけでございますけども、これは 

独禁法に抵触すると、指定することによって独禁法に抵触するということでは私はない

と解釈しております。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 私も、再度突き詰めて、たまたま私の調査の中ではそうではない 
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かなということで思いますんで、改めてまた正式な形で調査しようと思うんですが、こ

の中では、仮に行政指導であっても、それが結果として業者間の正当な取り引きを阻害

する場合には独禁法に引っかかると。なおかつ、その場合には、行政指導した町やのう

て業者が引っかかるんやという、こういう判例もあります。これは、再度私も調べてみ

たいと思います。 

 そこで、実際に小城町長が、排水設備工事の町指定業者を認定するために、認定料と

いうのは決められると思うんですが、これは幾らか取っておられるんですか。 

○議長（中川靖広君）  谷口上下水道部長。 

○上下水道部長（谷口裕司君） これは、条例９条に基づきまして、排水設備指定工事店 

指定手数料といたしまして２万円の手数料をいただいております。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） それなら、今、８２社ですから、ざっと１６０万以上の認定料が 

町に徴収されていることになるんですが、本来町民皆さんの意思に任せるべき排水設備

工事店の縛りを、町長みずからが認定料を取ってつくっていることになっているわけで

すね。公費で町民の排水設備工事をやってくれるのなら、町が指定した業者だけでも構

わないと思うんですが、各家庭の土地を掘り返して行う排水設備工事は、町民の方々が

施工しこれは管理するものということになっているわけです。だったら、多くの町民が

排水設備工事に納得して行えるような町指定の排水設備業者工事店に限らず、指定以外

の業者でも排水設備工事が出来るように私は強く要望しておきたいと思います。 

 そして、次に１の②の質問に入りますが、町指定排水設備工事店に対する町民のその

苦情にどのように対処するのか、お答えいただきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  谷口上下水道部長。 

○上下水道部長（谷口裕司君） 町民の皆様に安心して排水設備工事を行っていただける 

ように、町の場合、今、議論していただいておりました指定工事店制度を採用しており

ます。そういうことから、担当課におきましては、公共下水道をご利用された各ご家庭

が、どの排水設備工事店を採用し、そしてまた排水設備工事図面により、どのような方

法で工事が行われたというのを申請時に把握いたしております。 

 そのことから、仮に苦情が出た場合、町より工事を行った工事店に苦情の処理を指示

し、適切に対処されているかの確認が出来る体制をとっております。また、営業活動に

おきましても、住民の皆様から直接苦情や問い合せが寄せられた場合には、指定工事店
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から事情聴取を行い指導が出来るものと考えております。 

 現在、トラブル等は生じておりませんが、今後、条例及び施行規則に反して不適切な

事項が生じた場合におきましては、指定工事店に十分な指導を行い、改善されない場合

には、先ほどもふれましたが、登録を取り消すということも必要であると考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 町は苦情を聞いてないということなんですが、私が町内を回り議 

員活動をする中では、色んな町民の方からの苦情を聞きます。どこの業者でどのような

苦情だとこの場で言いたいぐらいですが、あえて控えておきます。 

 もっと行政は、町民の現場の声を聞いて、それに対処する窓口を設けるべきだと思う

んです。我々が行く中で直接聞くわけですが、その苦情の窓口というのはやっぱり行政

にあるべきやと思いますし、その中では、苦情が誰々から来てどこへ行ったというよう

な、そういう守秘義務も含めてそういう内容が業者やほかの人にばれないような形での

窓口を設けるべきだと思うんですが、この辺についてはどのように考えられますか。 

○議長（中川靖広君）  芳村副町長。 

○副町長（芳村 是君） 当然おっしゃるように、どのような事業であろうと苦情はない 

とは限らないわけです。そういう苦情をされる方々について適切な対処をするというこ

とは行政の責任であろうと、このように思うわけでございます。したがって、下水道の

場合については、下水道課によってそれを受け付けるということでございます。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 下水道課の方でそういう窓口として受けていただけるということ 

ですんで、それでは次に移りたいと思うんですが、続いて１の③の質問に入ります。平

成３年から１８年までの公共下水道事業費とその財源の内訳についてお尋ねしたいと思

います。 

○議長（中川靖広君）  谷口上下水道部長。 

○上下水道部長（谷口裕司君） 公共下水道事業の平成３年度から平成１８年度までの事 

業総額につきましては、資本的支出が１５０億９，５２６万円、収益的支出が３億６，

７７９万６，０００円、合計１５４億６，３０５万６，０００円となっております。 

 資本的支出の財源内訳につきましては、国庫補助金で３９億５，２６０万円、地方債
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で７４億９，４１０万円、一般会計繰入金で３３億７９１万５，０００円、加入負担金

で１億２，７２０万円、その他諸収入等で２億１，３４４万５，０００円となっており

ます。 

 次に、収益的支出の財源内訳につきましては、料金収入等で４，９３７万６，０００

円、一般会計繰入金で３億１，８４２万円となっているところでございます。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 今、平成３年から１８年までということで聞きましたんですが、 

以前私が情報公開した時には、一切そういう、平成３年から１３年までの資料がないと

いうことで、破棄してないんだということで聞きました。ところが、今、ちゃんとそう

いう財源内訳ということを言われたんですが、財源内訳とかこの辺の資料はあって、そ

れ以外の資料が私が情報公開した時にはなかったということですか。 

○議長（中川靖広君）  谷口上下水道部長。 

○上下水道部長（谷口裕司君） 今、おっしゃっていただきました情報公開の時にないと 

申しました書類につきましては、工事の一件書類ですね。たしかその時に説明させても

らった以前の書類はないと申しました。そういうことでご理解いただきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 工事の一件書類というのは、結局実際にどこでどういう工事が行 

われて、どこの業者がそれを受注して、そして実際に落札率がどの辺にあったかという

ことを私は知りたかったもんですから情報公開をとったんですが、その辺の資料がなか

ったということなんですが、今後、私はやっぱり、まだ先２０年、３０年かかるわけで

すから、そういう資料も含めてこの事業が終わるまでは、やっぱり資料というのは、い

つでも我々議員や町民の疑問に対応出来るように、私は書類として残していただきたい

というふうに思います。 

 続いて、１の④の質問に入ります。総額４００億円以上もかかる公共下水道事業費を

削減するために、今後町はどのような取り組みを考えておられるのか、示していただき

たいと思います。 

○議長（中川靖広君）  谷口上下水道部長。 

○上下水道部長（谷口裕司君） 公共下水道事業につきましては、事業化担当課といたし 

ましては、まずコスト縮減の対策行動計画、それに基づいて進めております。 

 まず、公共下水道事業につきましては、平成３０年度までの財政推計といたしまして、
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総額３５０億円を予測し、常任委員会にもご提示させていただいたところでございます

が、全体計画区域を完成させるためには、議員おっしゃっていただきましたとおり、さ 

らに事業費がふえ、そして４００億円以上の事業費になってくると推測はされます。 

 そういうようなことから、厳しい財政事情のもと、限られた財源を有効に活用し、効

率的な公共工事の執行を通じて社会資本整備を着実に進めるために諸対策の一つとして、

言うまでもなく公共下水道におきましても、公共工事のコスト縮減を推進する必要があ

ると認識いたしております。 

 そうした中から、そのコスト縮減の項目といたしまして、実際実行いたしております

項目につきましては、工事コストの低減、工事の時間的コストの低減、ライフサイクル

コストの低減、工事におけます社会的コストの低減、工事の効率性向上による長期的コ

ストの低減について、実際に行動及び検討をしているところでございます。 

 現在、取り組みを行っております具体策といたしましては、先ほど説明させていただ

きました工事コストの低減策といたしまして、技術基準を見直しまして、マンホール数

の削減及びマンホールの小型化による資材コストの縮減、そして設計図書や積算数量及

び設計図書の電子化による効率性の推進を図っております。 

 また、工事の時間的コストの低減といたしまして、整備区域を特定し集中的に取り組

みを行うことにより時間的な効率化の推進、そして他の公共工事と連携することによる

縮減を図っているところでございます。 

 次に、またライフサイクルコストの低減といたしましては、耐震性の部材を使用する

ことにより、耐用年数の長い施設としてライフサイクルコストの低減を図っているとこ

ろでございます。 

 また、工事における社会コストの低減といたしまして、公共工事において環境対策を

先導することが求められている。そういったことから、建設副産物のリサイクルを推進

し、例えば埋め戻し材に再生砕石を利用したり、また舗装材におきましても再生材を利

用したアスファルト工材を使用したりといったことで、コストを出来る限り削減するよ

う取り組んでおるということでご理解いただきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 町の、今の部長の色々な技術面、あるいは原材料費等の色んな削 

減というのはわかったんですが、私は一般質問の冒頭で私が紹介した生駒市のように、

小城町長みずからが一般競争入札等の入札制度を改善すれば、落札率を生駒市のように
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下げることが出来るのではないかなと思います。公共下水道事業費の削減により、町民

の借金となる町起債を大幅に減らすことが出来るのではないかな。排水設備工事の大き

な自己負担をしなければならない町民の方々に、町の事業費である一般財源まで負担さ

せる下水道加入負担金１０万円を一日も早く廃止し、町民皆さんの負担をより少なくし

て協力しやすい公共下水道事業に改善していくよう要望いたしまして、次の２番目の質

問に入ります。 

 それでは、２の①の平成３年から現在まで町が建設した公共施設は何か、お答えいた

だきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 平成３年度以降現在までに新たに建設いたしました主な建物 

は、合計で１５施設となっております。 

 年次的に具体的に申し上げますと、平成３年度では保健センター、中央公民館の陶芸

室、平成４年度では中央公民館の展示室、町営住宅長田団地Ａ棟、斑鳩小学校民族資料

室及び集いの木の広場、平成６年度では町営住宅長田団地Ｂ棟、平成７年度では消防コ

ミュニティセンター、平成８年度では高安地区多目的広場及び交流館、平成９年度では

火葬場、あわ保育園の増築、文化振興センターでございます。平成１２年度ではふれあ

い交流センターいきいきの里、平成１３年度では法隆寺消防センター、平成１４年度で 

は斑鳩学童保育室、平成１５年度では町営住宅目安北団地を建設をいたしております。 

 以上です。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） それらの事業について、実際の総事業費、３年からこれまでの総 

事業費と、それぞれの落札率をお答えいただけますか。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 事業費は総トータルでよろしいでしょうか。個々に、どちら。 

（「総額で結構です」と西谷議員述ぶ） 

 まず、今申し上げました１５施設の総額でございます。６９億７，９９５万７，００

０円であります。 

 次に、落札率であります。保健センターは１００％、中央公民館の陶芸室９９．８

４％、中央公民館の展示室９９．３％、町営住宅長田団地Ａ棟１００％、斑鳩小学校の

民族資料室及び集いの木の広場１００％、町営住宅長田団地Ｂ棟は９８．８％、消防コ



３－70 

ミュニティセンター１００％、高安地区多目的広場・交流館１００％、火葬場９９．５

１％、あわ保育園の増築９７．３７％、文化振興センターは９８．５５％、ふれあい交

流センターいきいきの里は１００％、法隆寺消防センターは６７．５２％、斑鳩学童保

育室は８８．７５％、町営住宅目安北団地は９７．９８％となっております。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 見事に１００、９９、９０以上の高い数字が並びましたが、１つ 

だけ落札率が低い法隆寺消防センターの６７．５２％というのがあるんですが、この施

設については突出してほかの数字に比べて低いように思うんですが、この入札方法はど

のようなものであったのか、お答えいただけますか。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 指名競争入札であります。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） そしたら、同じ指名競争入札であってこの分だけが突出して低か 

った。原因についてどのような、何か話聞いておられますか。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 聞いておりません。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 私は聞いているんですが、ちょっとおいておきます。 

 それで、実際に公共施設というのは、建てると当然大きな維持費がかかるわけですが、

斑鳩町が公共下水道事業を開始したのは平成３年からです。総事業費４００億円以上も

かかることがわかっていながらなぜ無防備に、平成９年度に建設したいかるがホールを

はじめとして、最近では１６億円もかけて早急に総合福祉会館を建設するのか、私は理

解出来ません。すべてこれらのハコモノ行政のつけが町民に重くのしかかって、町民の

借金をますますふやす結果となることが、町民にとって本当にいいことなのか、もっと

深く考えるべきだと思います。 

 それと、先ほどちょっと聞き忘れたんですが、これ以外に町の施設の中では、平成３

年と私が言いましたんであれなんですが、それ以前に西公民館とか中央公民館とか東公

民館とか、連続でそういう施設が建っているんですが、この辺のところがもし今わかっ

たら教えていただきたいんですが、わかりますか。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 
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○総務部長（池田善紀君） それにつきましては、平成３年と伺っておりましたので、そ 

れ以前の分については今現在把握いたしておりません。また、必要でしたら、後日、も

し資料ありましたら、担当の方でご答弁させていただきます。 

○議長（中川靖広君）  小城町長。 

○町長（小城利重君） 今、西谷議員がおっしゃるように、私はやっぱりこの関係等につ 

いては、議会等ご相談申し上げて、財政計画等の関係等についてすべてをお示ししなが

ら、議会の方々の満場一致をもらって、工事等そういう建設等を進めさせていただいた。 

 当時、平成３年からは、西谷議員が役場をやめられて議会に出られてきて、ずっと平

成３年からおられたわけですから、そういう中で、議会の中では、まあ言うたら賛成を

しておられる。そしてまた、今、下水道の関係になったら、賛成をしておきながら、今、

そういう住民から負担金１０万円というのはおかしいやないかということ自体が、私は

どうもなかなか理解が得られない。そういうことについて、議会については住民の代表

として責任ある行動をとるべきことだと私は思ってます。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 今、町長おっしゃいましたが、確かに私も議員として賛成もいた 

しました。ところが、実際にその時に聞いた内容とは、相当私自身も周辺の自治体の下

水道につきましても調べました。県の下水道課についても資料を取りました。だから、

実際に１０万円そのものが理にかのうてんのかということにつきましても、色々調べた

ら、どう見たってそれはちょっとおかしいん違うかなというところで、私自身はその時

の判断が間違っていたということで、実際にもう一度調べ直して態度を変えたわけでご

ざいます。 

 私は、議会が一旦決めたから変えてはならんとかいうことにはならないと思います。

人間間違いを起こしたら、その中で判断して、その間違いについて住民の声にこたえて

やるべきだと思います。議会で一旦決まったことが、それは変えられないというんやっ

たら、議員が審議する必要もありません。条例の改正すべてそうです。色んな改正皆、

一旦決めても、情勢が変わる、あるいは内容が変わったら、議会の中でもう一度判断し

て直します。当然の話やと思います。 

 それでは、次に移りたいと思うんですが、私は財政難の中でも総合福祉会館を建設す

るというのなら、少しでも事業費の削減をするため、より低い落札率を目的とした一般

競争入札を急がずに行うべきであるべきだと思います。町のこのような入札のやり方で
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は、多くの町民から疑惑を持たれるのは当然やと思うんですが、この中でちょっと言う

ときたいんですが、総合福祉会館の入札今行われてます。この基準について、ちょっと

お尋ねしときたいと思います。指名業者の選定基準についてお答えください。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） まず、総合福祉会館の指名基準であります。 

 まず、建設工事と機械、電気がございました。 

 建設工事につきましては、制限付一般競争入札を実施いたしております。これにつき

ましては、西谷議員もご承知のとおりであります。 

 その参加資格要件でございます。斑鳩町工事請負契約に係る競争入札参加資格、いわ

ゆる登録者であること。経営規模等評価結果通知書の有効期間が平成１９年６月議会議

決日まであり、かつ建築一式工事の経営規模等評価結果通知書の総合評定値が１，３０

０点以上であること。平成１９年４月１６日、公告日でありますけども、この時点にお

いて奈良県内に契約締結の権限のある営業所等の登録があること。過去に福祉施設、医

療施設、または庁舎の建築工事で、発注工事と同種同規模の工事実績があること。入札

公告日から落札決定までの間に斑鳩町の指名停止を受けていないこと。会社更生法等の

手続がなされていないこと。本工事の設計業務等の受託者でなく、設計業者との権利関

係を有しないこととしておりました。 

 また、機械設備工事、電気設備工事、昇降機設備工事におきましては、指名競争入札

を実施をいたしております。 

 本町では、請負対象設計金額が５，０００万円以上の建設工事につきましては、請負

業者の選定を厳正かつ公平に行うため、建設請負業者選定審査会を開催し、請負業者の

選定を行っているところでございます。 

 初めに、機械設備工事につきましては、本工事は、主に空調機器、衛生設備の工事で

ありまして、国土交通省の工事請負業者選定事務処理要領によりますと、暖冷房衛生設

備工事については管工事の種別になっておりますことから、管工事の業者の中から業者

を選定をいたしております。 

 具体的には、高度な技術でより品質の高い機器を適正に施工されること、またアフタ

ーケアにおいても十分に適正な対応が出来るよう、経営事項審査における管工事の総合

評定値が１，３００点以上の業者の中から、信頼度、施工実績等から総合的に判断し、

選定をいたしております。 
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 次に、電気（「時間がないんで、そのぐらいで結構です」と西谷議員述ぶ） 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 実は、聞かしてもらったんですが、その中で、私が素朴に思うの 

は、再度聞きたいんですが、平成１９年２月２６日に総合福祉会館の入札を行ったが、

通常は入札を辞退した業者というのは、次の入札に町は指名しない。通常、せっかく指

名してんのにけえへん、辞退するというのは、次はそしたらしない、罰則でしないとい

うのが常識なんですが、なぜ町は辞退した業者も含めた同じ業者を再度指名したのか。

それとも、辞退した業者に町が固守しなければならない理由が何かあるのかということ

についてお答え願いたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  芳村副町長。 

○副町長（芳村 是君） 本体工事につきましては、辞退はされてません。制限付一般競 

争入札でございますので、参加すると、こういうことでございます。 

 ただ、電気、機械については、確かに辞退した業者を次の入札について指名をしてお

ります。これは、やっぱり１０社というような一つの町の基準もございまして、そうい

うことを含めながら、幾ら辞退しても当然この業者は参加してほしいということから指

名競争入札に指名をしたと、こういうことでございます。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） それは、副町長、ちょっと、６月の私が聞いた時とちょっと違う 

んです。前に私が聞いた時にですよ、副町長、あるいは総務部長が答えられているのは、

何でその指名競争入札した指名業者がこんなにたくさん辞退されるんですかと聞いたら、

この時期民間の工事がふえ技術者が配置出来ない、あるいは予定価格では請け負えない、

こういう理由から辞退されたんだろうということを答えられているんですね。これでし

たら、少なくともこういう理由で２月の２６日に辞退されたら、次の時に何でまた同じ

業者を、こういう理由があるにもかかわらず指名されるんですか、おかしいでしょう。 

○議長（中川靖広君）  芳村副町長。 

○副町長（芳村 是君） やはり、２月から６月の間に相当な期間もたっております。そ 

ういう中で、私言うたように、いわゆる監督等の技術者が不足しておるということから

の理由で辞退したんやろうということも考えられるわけでございますけども、４カ月た

ったら、やはりそれはまた復旧してそして対応出来るという考えの中で指名をしたと、

こういうことでございます。 
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○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） これは、水掛け論になると思うんですが、ただこれぐらいの、町 

民の方では色々な方がおられます。実際にそういうゼネコンに行っておられた方、ある

いはもう既に退職された方、そういう人の話を聞きますと、なかなか今副町長が言われ

るような解釈は出来にくいというのが私の実感であります。 

 それでは、次に４つ目のごみ行政の改善について質問いたします。時間も差し迫って

おりますので、４の①と③を同時に質問いたします。 

 斑鳩町では、平成１２年１０月から町指定ごみ袋の受益者負担を開始し、今年で７年

になります。そこで、過去５年間の町民皆さんの各家庭から出るごみと、会社や店舗な

どの事業所から出るごみの排出量の推移をお尋ねいたします。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） それでは、過去５年間のまず家庭系の排出量を申し上げ 

ます。平成１４年度は５，８４４．０４トン、平成１５年度５，８２０．３６トン、平

成１６年度５，６８３．１９トン、平成１７年度５，４４４．２６トン、平成１８年度

５，４６０．９７トンでございます。 

 次に、事業系の排出量につきましては、平成１４年度１，７７８．３９トン、平成１

５年度２，０６１．５４トン、平成１６年度１，９０６．８１トン、平成１７年度１，

８８０．７７トン、平成１８年度２，１４７．１０トンであります。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 今、推移を聞いたんですが、これで見ますと、家庭ごみは減少し 

ていると、それと事業系ごみはふえているということなんですが、ちょっとお尋ねしと

きたいんですが、前回の時に１８年度のごみ袋の売り上げがたしか３，６０３万８００

円という形で聞いたんですが、以前たしか１４、５年ぐらいの時に、ごみ袋の売り上げ

というのは３，０００万ぐらいやったように記憶しているんですが、ごみ袋の売り上げ

がふえているのにごみの量が減っている。一見するとちょっとおかしいん違うかなと思

うんですが、この辺の数字は間違いありませんか。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） ６月議会でお答えさせていただきましたごみ袋の購入代 

金が、３，６０３万８００円でございます。今、手持ちの資料では、１６年度の購入代

金しか持ってないんですけども、１６年度も３，６０３万８，５５０円でございます。
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それ以前のことは、今ちょっと手元に資料ございませんので、また後日ご報告させてい

ただきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） それでは、実際事業系のごみというんですが、事業系のごみが、 

相当この数字から見ますと、家庭ごみの４割ぐらい占めてふえてるんですが、その原因

というのはどこにあるか、町として把握されておられますか。 

○議長（中川靖広君）  芳村副町長。 

○副町長（芳村 是君） これの問題につきましては、西谷議員の一般質問の通告書を見 

る中では、事業系ごみの流れについて質問をしていただいているわけです。それにつき

まして答弁をしたいと思うんですが、この事業系のごみ処理につきまして、平成１８年

の１２月に木田議員からご指摘をいただいております。これは一般質問でございました。

そういう中で、町としては、この事業系ごみの処理については非常に問題があるという

中で取り組んでおるわけでございますけれども、なかなかその改善に向かっては進んで

いない、こういうことでございます。 

 そういうことで、その後町としても、やはりごみを減らす、そして事業者、また一般

排出業者等に相談いたしまして、出来るだけごみを少なくするようにしてほしいという

ことから進めております。しかし、この問題につきましては、解決するには長時間かか

るということもございます。 

 そういう中で、今さき質問されました事業系ごみの１７年度と１８年度を比べたら排

出量がふえておるということでございますけども、こういうことも生じることもござい

ます。これが原因ということになれば、やっぱり大型スーパーとかチェーン店における

飲食店のごみの排出量が多くなったということに尽きると思うんですが、それでは町と

してはやはり少なくしてもらうための努力をしていくと、こういうことで現在取り組ん

でいるところでございます。しかし、非常に難しい問題でございますので、長時間をか

けての勝負ということでやっておるわけでございます。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 今、副町長、難しい問題だということでおっしゃったんですが、 

これ素朴に思うんですが、住民には、「分ければ資源、混ぜればごみ」ということで打

ち出してごみ行政やっておられますけど、事業所のごみもしっかり分別はされてるんで

しょうね、当然。 
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○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） 事業系のごみにつきましては、その事業所でそれぞれ分 

別をしていただいております。以上です。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 私も時々町の中へ持ち込みやるんですが、黒い袋とかという形で 

たしか入っているんやないかな。同僚の木田議員の１２月の一般質問の中でも、そのよ

うなことが指摘されてました。これは、やっぱり事業系のごみについても、町民のごみ

やからということで当然斑鳩町でごみ処理するわけですから、これはちゃんと分別して

もらわんといかんの違うかなと思うんですが、その辺どうですか。 

○議長（中川靖広君）  芳村副町長。 

○副町長（芳村 是君） 現在、事業者と収集業者との話し合いの中で、事業系のごみの 

排出についてはシールを張るということで、分別をきちっとした内容で処理施設へ持っ

てきてもらうということ、そして処理施設が厳重なチェックをするということで今進ん

でおるわけでございます。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） それでは、最後に４の②の質問ですが、ごみ減量化の対策として 

町が取り組む対策についてお尋ねしときたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） ごみ減量化対策についてのご質問でございます。 

 全国にございます最終処分場の残余の容量は、このまま推移をいたしますと、あと十

数年で飽和状態になるというふうに危惧をされております。当町におきましても、廃棄

物の埋立処分量を減少させる対策に重点を置き取り組みを進めているところでございま

す。 

 平成１２年１０月から実施いたしましたごみ処理有料化によりまして、家庭系の廃棄

物排出量につきましては、平成１８年度で有料化前の２６．６％の減と一定の成果を上

げておりますが、埋立処分量のさらなる減量を目指し、平成１７年１０月には、これま

で１００％埋立処理をしておりました「ビニールごみ」を「その他プラスチック類」と

改め、リサイクル処理へと移行しております。 

 リサイクル開始後１年ほどは、６０％程度のリサイクル率で推移をしておりましたけ

ども、平成１９年度以降は６５％程度、またこの７月には７０％へと向上しており、住
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民の皆様のプラスチック類のリサイクルに対する意識が向上をしつつあるものと感じて

いるところでございます。 

 また、平成１８年度からは、可燃ごみとして排出される場合が多い空き箱や包装紙な

どの紙製容器包装類を焼却処理からリサイクル処理へと移行するための問題点や課題点

の掘り起こしを行いますために、８つの自治会のご協力のもと、「その他紙製容器包装

類回収モニター事業」を実施しておりまして、平成１９年度には新たに９つの自治会の

協力をいただき実施をしているところであります。 

 現在、モニター回収におきまして、１世帯当たり年間約７．２キログラムの紙製容器

包装類が排出されており、仮に全世帯を対象に回収した場合、約７６トンの可燃ごみを

焼却処理からリサイクル処理へ移行することが出来ると予想されますことから、焼却処

理量の減少と資源の有効活用の面から有意義な取り組みであり、全町を対象とした実施

に向けて今後検討をしてまいりたいと考えております。 

 以上の取り組みにつきましては、リサイクル処理へ移行することによりまして、埋立

処理量を減少させることが出来るという面からは効果的ではありますものの、ごみ排出

量そのものが減少するものではなく、今後、ごみ減量対策化として最も重要なことは、

ごみの排出量自体を減らす排出抑制対策でありまして、私たち一人ひとりが、ごみにな

るものは買わない、それからもらわない、過剰包装は断るといった行動を起こしていく

ことにあるのではないかと考えております。 

 その行動の１つといたしまして、国民１人当たり年間３００枚も使用すると言われて

おりますレジ袋を削減するために、昨年度から、一般公募により集まっていただきまし

た２０名の住民のサポーターの皆様方と共に、町内のスーパーにおけるマイバック持参

率の調査、町内のスーパーとの意見交換会、マイバック持参キャンペーンの実施といっ

た「マイバック持参推進運動」を展開しているところであります。 

 なお、６月に実施しましたマイバック持参率調査では２４．７％の持参率であり、今

後、この持参率をさらに向上させるため、取り組みを住民サポーターの皆様方と共に展

開をしてまいりたいと考えております。 

 さらに、昨年度から今年度にかけて「もったいないを合言葉に３Ｒな暮らしを」とい

うことをテーマに、自治会別環境問題学習会エコトーク２１を開催しておりまして、現 

在のところ５３自治会で実施しており、今後も実施していただく予定をしております。 

 このエコトーク２１では、ごみを減らすための３つの取り組みとして、ごみになるも
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のを減らす「リデュース」、再利用する「リユース」、資源として再び使う「リサイク

ル」の３つのＲ、いわゆるスリーＲについてご紹介をし、特に排出抑制であります「リ

デュース」を住民の皆様一人ひとりに行動として移していただけますように、レジ袋の

削減や詰めかえ製品の選択、使い捨ての見直しといった具体的な取り組みを呼びかけて

きているところでございます。 

 以上が斑鳩町のごみ減量化に向けた主な取り組み内容でございます。ご理解賜ります

ようよろしくお願いいたします。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 私は、ごみ分別は町指定ごみ袋でするのではなく、それぞれの分 

別ごみの目的をよく理解していただければ、減量化とリサイクルは指定袋がなくても徹

底出来ると思います。 

 今年の春にテレビで紹介された徳島県の上勝町では、財政難の折、町職員が率先して

ごみ処理費を削減するために細やかなごみの４２分別を実施し、住民の理解と協力を得

て、年間３，０００万円だったごみ処理費を８００万円に減らしました。この調子で２

０２０年までにはごみをゼロにするという目標を掲げ、全国から年間４，０００人以上

の視察があると報道されていました。 

 私はこれまで再三にわたり、斑鳩町のごみ処理費を大幅に減らすためには、まず廃品

回収業者が買い上げ収益を得られる古新聞、古雑誌、古着、段ボール、牛乳パック、ア

ルミ缶などを町全体で回収して実施することだと提案してきました。そのためにも、私

は次のようなことをしていきたいと思うんです。 

 実際に斑鳩町の中でごみ袋売り上げ、先ほど言いましたね、３，６０３万８００円。

これは、当初ごみ処理費の一部に回すんだということで説明されました。当然私もその

時には、それは賛成いたしました。ところが、実際にどんな使われ方をされているのか

といいますと、ごみ袋作製費に１，３６６万５，０００円、ごみ袋委託料販売手数料に

２８０万６，８３０円、自治会配布手数料で４０万６，３００円、集団回収助成金で９

５３万９，１５５円、合計２，６４１万７，２８５円なんです。差し引きますと、結局 

ごみ有料化と言いながら、ごみ処理費に回されるのは９６１万３，５１５円なんです。 

 これを、実際に町の指定ごみ袋をやめますと、まずごみ袋の作製費、ごみ袋委託販売

手数料、自治会配布手数料、集団回収助成金まで入れますと、これで２，６４１万が浮

くんです。そして、なおかつ住民の方々は、町の高い指定ごみ袋を買わなくてもいいで



３－79 

すから、３，６００万浮くんです。お互いがいいわけです。そして、こういう集団回収

をやっていたところを、町全体で、王寺町のようにやって、そして町みずからが率先し

てやっていただきたいと思うんです。 

 私は、小城町長は財政難の中でも、自治会や各種団体が個々に行う資源ごみの集団回

収、これは９５４万等補助金を交付していますが、片や公共下水道事業では、財政難と

言って町が負担すべき一般財源の分まで下水道加入負担金と称して町民１世帯当たり１

０万円を徴収するぐらいやったら、町みずからが率先して、いかに公費をかけずにごみ

処理をするのかアイデアを出して、町民の方々に理解と協力をいただけるようなごみ行

政に改善し、町民皆さんで生み出した回収による収益で斑鳩町ごみ基金として蓄えてい

けば、生きた税金の使い方になると思います。 

 以上をもって私の一般質問を終わります。 

○議長（中川靖広君）  小城町長。 

○町長（小城利重君） 今の説明ですけども、私はやっぱり斑鳩町民の方々は、非常に行 

政が押し上がってくる中で非常に協力をいただいていると。集団回収でも、議員さん自

身が、そんなもん売ったらええやないかと。私はやっぱり子ども会、あるいはそういう

婦人会等の関係に、そういうことについては、やっぱりごみを大切にしようということ

を意識づけていくということもご存じであるわけですから、そして生ごみ処理をせない

かんということで、斑鳩小学校でも中学校でも堆肥化の機械を買いながら、そういう袋

の関係等についても大いに賛成されてたじゃないですか。そういうことは今になったら、

議会をおやめになったらいつもそういうことをおっしゃる。そういうことについて、私

はどうも、議会におって、そしてまた今度議員になったらそういうことをおっしゃる。

どうも私は理に合わんと思っております。 

○議長（中川靖広君）  以上で、８番、西谷議員の一般質問は終わりました。 

 これをもって予定いたしておりました一般質問はすべて終了いたしました。 

 なお、１０日は午前９時から決算審査特別委員会の開催が予定されておりますので、

関係委員には定刻にご参集をお願いいたします。 

 本日はこれをもって散会いたします。ご苦労さまでした。 

         （午後３時１６分 散会） 


